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Ⅰ 点検及び評価制度の概要 
 １ 趣旨 
   平成２０年４月１日付けで「地方教育行政の組織及び運営に関する法律

の一部を改正する法律」が施行され、同法により教育委員会は、毎年、そ

の権限に属する事務の管理及び執行の状況について点検及び評価を行い、

その結果に関する報告書を作成し、議会に提出するとともに、公表するこ

ととなりました。 
   このため、播磨町教育委員会では、法律の趣旨に基づき、効果的な教育

行政の推進に資するとともに、住民への説明責任を果たすため、教育委員

会の事務の点検及び評価を実施するものです。 
 
 ２ 対象事業の考え方 

本年度に実施する評価及び点検は、平成２１年度予算に計上し、実施し

た主な事業を対象とします。（対象事業一覧表のとおり） 
  
 ３ 学識経験者の知見の活用 
   点検及び評価の結果について、学識経験者３名から意見等を聴取しまし

た。 
 
 
 
【参考】 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抄） 
 

 （教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等） 
第２７条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第１項の規定に

より教育長に委任された事務その他教育長の権限に属する事務（同条第３項

の規定により事務局職員等に委任された事務を含む。）を含む。）の管理及び

執行の状況について点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、

これを議会に提出するとともに、公表しなければならない。 
２ 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たつては、教育に関し学識

経験を有する者の知見の活用を図るものとする。 
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Ⅱ 対象事業一覧表 

番号 事        業 担当グループ 

1 教育委員会委員活動事業 教育総務グループ

2 奨学基金積立事業 教育総務グループ

3 安全・安心な教育環境づくり支援事業 教育総務グループ

4 教育研究指導事業 学校教育グループ

5 児童生徒就学事務事業 学校教育グループ

6 教科専門指導教諭配置事業 学校教育グループ

7 外国人英語指導助手招致事業 学校教育グループ

8 子ども支援事業 学校教育グループ

9 特別支援教育推進事業 学校教育グループ

10 読書活動推進事業 学校教育グループ

11 子ども安全教育（ＣＡＰ）推進事業 学校教育グループ

12 小学校英語活動推進事業 学校教育グループ

13 障害児童生徒通学支援事業 学校教育グループ

14 情報リテラシーアドバイザー事業 学校教育グループ

15 小学校保健衛生事業 教育総務グループ

16 小学校給食事業 教育総務グループ

17 小学校施設維持管理事業 教育総務グループ

18 小学校運営用備品整備事業 教育総務グループ

19 交通安全街頭指導事業 教育総務グループ

20 学校施設改修等整備計画作成事業（小・中） 教育総務グループ

21 小学校遊具整備改修事業 教育総務グループ

22 地上デジタル放送受信設備整備事業（小・中） 教育総務グループ

23 太陽光発電システム整備事業（小・中・幼） 教育総務グループ

24 蓮池小学校教室改修事業 教育総務グループ

25 小学校就学援助事業 教育総務グループ

26 小学校情報教育運営事業 学校教育グループ

27 小学校体験活動事業 学校教育グループ

28 情報通信技術環境整備事業（小・中・幼） 学校教育グループ

29 理科教育設備整備事業（小・中） 学校教育グループ

30 理科おもしろ推進事業 学校教育グループ

31 中学校保健衛生事業 教育総務グループ

32 中学校施設維持管理事業 教育総務グループ

33 中学校運営用備品整備事業 教育総務グループ
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番号 事        業 担当グループ 

34 中学校給食推進事業 教育総務グループ

35 中学校就学援助事業 教育総務グループ

36 「トライやる・ウィーク」事業 学校教育グループ

37 中学校情報教育運営事業 学校教育グループ

38 幼稚園保健衛生事業 教育総務グループ

39 幼稚園施設維持管理事業 教育総務グループ

40 幼稚園運営用備品整備事業 教育総務グループ

41 幼稚園遊具整備改修事業 教育総務グループ

42 幼稚園建築物耐震対策事業 教育総務グループ

43 播磨西幼稚園改築事業 教育総務グループ

44 社会教育委員設置事業 生涯学習グループ

45 社会教育推進委員設置事業 生涯学習グループ

46 派遣社会教育主事設置事業 生涯学習グループ

47 ふれあい活動推進事業 生涯学習グループ

48 青少年育成事業 生涯学習グループ

49 成人式開催事業 生涯学習グループ

50 文化行事開催事業 生涯学習グループ

51 体育レクリエーション推進事業 生涯学習グループ

52 学校開放管理運営事業 生涯学習グループ

53 大中遺跡まつり事業 生涯学習グループ

54 地域スポーツクラブ支援事業 生涯学習グループ

55 放課後子どもプラン事業 生涯学習グループ

56 家庭教育啓発事業 学校教育グループ

57 日本語検定補助事業 学校教育グループ

58 公民館管理運営事業 生涯学習グループ

59 コミュニティセンター管理運営事業 生涯学習グループ

60 人権教育啓発事業 生涯学習グループ

61 人権教育研究事業 生涯学習グループ

62 文化財保護啓発事業 生涯学習グループ

63 文化財保護審議会運営事業 生涯学習グループ

64 まちの先覚者顕彰事業 生涯学習グループ

65 図書館管理運営事業 生涯学習グループ

66 郷土資料館管理運営事業 生涯学習グループ

67 郷土資料館施設維持管理事業 生涯学習グループ
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番号 事        業 担当グループ 

68 特別展開催事業 生涯学習グループ

69 郷土資料館改修事業 生涯学習グループ

70 スポーツ施設管理事業 生涯学習グループ
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Ⅲ 点検及び評価 
 
歳出決算科目の節の内容 
 報酬       委員報酬等です。 
 共済費      報酬及び賃金等に係る社会保険料です。 
 賃金       労働の対価としてパートタイマー等に対して支払う経費です。 
 報償費      講師への謝礼等、サービスの提供によって受けた利益に対して支払う

経費です。 
 旅費      公務のために職員等が旅行するために要する経費です。 
 需用費   
消耗品費    文具、紙等の消耗品を購入する経費です。 
燃料費     灯油、プロパンガス、自動車のガソリン等の燃料代です。 
食糧費     各種会議用のお茶代等です。 
印刷製本費   各種パンフレットの印刷や冊子などの製本に要する経費です。 
光熱水費    電気、水道の使用料等です。 
修繕料     備品の修繕、部品の取替え費用や建物の小修繕等に要する経費です。 

 役務費     郵便料や電話料のほか、サービスの提供を受けたことに対して支払う

経費等です。 
 委託料     事務事業等を他の機関又は特定の者に委託して行わせる場合に支払う

経費です。 
 使用料及び   土地、建物等の不動産、あるいは自動車、機械類等の動産を借り上げ 
賃借料     る場合に要する経費です。    

 工事請負費   土地、工作物等の造成、又は製造及び改造の工事、工作物等の移転等

の工事に要する経費です。 
原材料費    砂、セメント、木材等、物品を生産するための原料又は材料を購入す

る経費です。 
 備品購入費   机、椅子等、形状又は性質を変更することなく比較的長期にわたって

使用できる物品を購入する経費です。 
 負担金、補助  法令又は契約に基づいて負担しなければならない経費や、特定の事業 
及び交付金   や研究を補助するために支払う経費等です。  

 扶助費     法律や条例などに基づき、社会保障の一環として支払う経費です。 
 積立金     特定の目的のために資金を積み立てるために基金を設けるための経費

です。 
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  番号１ 

事 業 名 教育委員会委員活動事業 担当グループ 教育総務グループ 
 
１．事業の概要等 

Ａ 学校園教育充実計画 B 生涯学習充実計画 
－ 
－ 

教育充実計
画での位置
付け 

－ 
第１節 豊かなこころを育み文化・・・ － 総合計画で

の位置付け － － 

事 業 概 要 
 教育行政の円滑な運営のため、教育委員会の事務事業について合議し、
執行する。  

 
２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 １９年度 ２０年度 ２１年度 
決  算  額 １，６２０ １，６５２ １，８４６

２１年度の主な歳出節別
内訳 

報酬         １，３８１    
旅費            １３ 
委託料          ２２６ 
負担金補助及び交付金   ２０７ 

 
３．活動指標 

区     分 １９年度 ２０年度 ２１年度 
 
定例会、臨時会開催数 
 

１３回 １３回 １５回

 
議案等審議件数 
 

３０件 ４１件 ４１件

 
学校園訪問等回数 
 

３６回 ３６回 ３６回

 
研修会参加回数 
 

４回 ４回 ６回

 
４．成果指標等 

 

事業の成果等につ
いて 

 学校園を訪問することで現状の把握に努めるとともに、上部組織の各種
研修会に参加し、教育行政の諸課題について理解を深めることができた。
また、定例会、臨時会において教育行政に係る重要事項を審議し、決定し
ているところである。このことにより、町教育行政の向上に寄与している。
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５．評価 

【妥当性】 

教育委員会は、法律に基づき町の教育行政の重要事項等を審議し、決定する機関で
あり、実施することは妥当な事業である。 

【有効性】 

定例会、臨時会で重要事項を審議するほか、小学校、中学校、幼稚園の学校園を訪
問し、現状の把握を行っている。 

【経済性・効率性】 

基本的に毎月１回開催する定例会において集中的に審議を行うことで、効率的な運営
を心がけている。 

【その他】        

事業評価 
について 

 

 

 
６．今後の方向性等 

教育委員会は、教育行政の重要事項を審議し、決定する機関であり、継続して実施していかなければ
ならない事業である。 
さらに学校園の現状の把握に努めるとともに、教育委員会の一層の活性化を図る手法について検討を
進める必要がある。 
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番号２ 

事 業 名 奨学基金積立事業 担当グループ 教育総務グループ 
 
１．事業の概要等 

B 生涯学習充実計画  
２ 生涯学習基盤の充実 
(1) 障害学習推進体制の充実 

教育充実計
画での位置
付け 

①高度化･個別化した住民のニーズを把握し、いつでも、どこでも、だれもでも…

第１節 豊かなこころを育み文化・・・ 第２項 生涯学習社会の拡充 総合計画で
の位置付け １．生涯学習の推進 ① 推進計画及び体制の整備 

事 業 概 要 
 経済的理由により修学が困難な者に対し、貸し付ける修学資金を奨学基金として
積み立てを行う。 

 
２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 １９年度 ２０年度 ２１年度 
決  算  額 １６，８０９ １２，０８９ １１，８８０

２１年度の主な歳出節別
内訳 

積立金  １１，８８０    
 

 
３．活動指標 
①貸付人数等 

１９年度 ２０年度 ２１年度  

貸付人数 うち新規 貸付人数 うち新規 貸付人数 うち新規

国公立 ４人 ２人 ４人 ３人 ３人 １人
高等学校等 

私 立 ２人 １人 ４人 ２人 ３人 
国公立 １人 １人  １人 

高等専門学校 
私 立   
国公立   

専修学校 
私 立 ３人 ２人 ２人 1人 ３人 ２人

各種学校 １人 1人  
短期大学 １人 １人 1人 ２人 １人

大学 ２７人 １２人 ２８人 ８人 ３２人 １１人

合 計 ３８人 １７人 ４１人 １６人 ４４人 １５人

 
４．成果指標等 

事業の成果等に
ついて 

経済的理由により修学が困難な者に対し奨学金を貸し付けて、高等学校・大
学等への修学の便宜を与えている。 
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５．評価 

【妥当性】 

経済的理由により修学が困難な者に対して、町として奨学の方法を講じることが必要で
あり、進学を目指す学生への支援としては妥当な事業である。 

【有効性】 

進学者が安心して修学できていることから、期待した成果が得られていると考えており、
有効な事業である。 

【経済性・効率性】 

資金は基金会計により運用されており、効率的に行われている。 

【その他】        

事業評価 
について 

 

 

 
６．今後の方向性等 

経済的理由により修学が困難な者に対して無利子による奨学金の貸付けを実施しているところであり、
貸付けを受けている学生や保護者から高い評価を受けている事業である。よって、当該事業の継続は必
要と考えるが、平成２２年４月から国が実施した「公立高等学校の授業料の無償化」及び「高等学校等就
学支援金制度」を考慮し、今後貸付の対象を再考する必要があると考える。 
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番号３ 

事 業 名 
安全・安心な教育環境づくり支

援事業 
担当グループ 教育総務グループ 

 
１．事業の概要等 

Ａ 学校園教育充実計画 
１ 地域に開かれた特色ある学校園づくりの推進 
(3) 心やすらぐ安全安心の学校園の環境整備 

教育充実計
画での位置
付け 

② 学校園が安心の場となるよう防犯体制の整備に努める 
第３節 安全でさわやかな都市環境・・・ 第３項 安全・安心対策の推進 総合計画で

の位置付け １．交通安全対策の充実 ① 交通安全意識の啓発 

事 業 概 要 
緊急雇用就業機会創出事業の適用を受け、安全・安心な教育環境づくりを支援す
るため、学校作業員並びに交通指導員を配置する。 

 
２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 １９年度 ２０年度 ２１年度 
決  算  額 － － １，５８６

２１年度の主な歳出節別
内訳 

賃金   １，５３７   
需用費     ４９ 

 
３．活動指標 
①学校別作業日数（学校作業員） 

 １９年度 ２０年度 ２１年度 

幼稚園（３園） － － ２１日

小学校（４校） － － ７１日

中学校（２校） － － ４２日

合   計 － － １３４日

 
②街頭指導日数（交通指導員） 

 １９年度 ２０年度 ２１年度 

活動日数 － － １２８日 
 
４．成果指標等 

 

事業の成果等につ
いて 

学校園の環境整備が実施できたとともに児童生徒等の登下校時における
交通安全の確保が図られた。また、県が創設した「緊急雇用就業機会創出
事業」に基づく雇用促進が図られた。 
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５．評価 

【妥当性】 

日頃、用務員だけでは対応ができにくい箇所の学校園の環境整備に対する支援が図
られたことと登下校時における児童生徒等に対して、より一層交通の安全を確保すること
ができたことは妥当性がある。 

【有効性】 

学校・園内の日頃手の届かない箇所への環境整備が図られたことと登下校時に通学
路において交通整理及び指導が行われ、児童生徒等への通学に対する安全確保が図ら
れた。 

【経済性・効率性】 

運営の経費は全額、県が創設した「緊急雇用就業機会創出事業」に基づく助成金
で実施されており、経済的に有効である。 

【その他】        

事業評価 
について 

 

 

 
６．今後の方向性等 

当該事業の財源となる「緊急雇用就業機会創出事業」は、平成２１年９月１日からスタートし、
学校園の環境整備を実施する学校作業員は１年間「平成２２年８月末」をもって終了する。また、
交通指導員の実施期間は３年間と期限が限定されている。 
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番号４ 

事 業 名 教育研究指導事業 担当グループ 学校教育グループ 
 
１．事業の概要等 

Ａ 学校園教育充実計画 
１ 地域に開かれた特色ある学校園づくりの推進 
(1) 活力に満ちた魅力ある学校園づくり 

教育充実計
画での位置
付け 

① 学習指導要領や幼稚園教育要領を踏まえ、幼児、児童生徒を… 
第１節 豊かなこころを育み文化・・・ 第３項 学校教育の充実 総合計画で

の位置付け １．小・中学校教育の充実 ⑤ 教職員の研修の充実 

事 業 概 要 
 研修会・研究会等を実施し、教職員の資質の向上を図るとともに、児童
生徒の学習指導、生徒指導に役立てる。  

 
２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 １９年度 ２０年度 ２１年度 
決  算  額 １，２５６ ２，０８２ １，２５５

２１年度の主な歳出節別
内訳 

報償費  ８８０   
需用費  ２６２ 
 

 
３．活動指標 
①教職員研修講座受講者数 

 １９年度 ２０年度 ２１年度 
教育機器利用研修講座 １９０人 ２１６人 １３６人
生徒指導研修講座 １１４人 １１７人 １２９人
人権教育研修講座 ７９人 １１６人 ２２２人

幼児教育研修講座 ２２人 ９８人 １８２人

中堅職員研修講座 ７２人 ８０人 ７１人

教科研修講座 １８０人 ２０７人 ４１５人

特別支援教育講座 ４３１人 ２４９人 １４２人

一般教育講座 ５３人 ２９２人 ２０４人

 
４．成果指標等 

 

事業の成果等につ
いて 

播磨町教育充実計画に基づき、本町の教育的ニーズや課題に対応した研修
が実施できた。 
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５．評価 

【妥当性】 

社会変化に伴う多種多様化する教育環境・教育的ニーズに対応するため、教育委員
会として教師としての高い倫理観や資質・指導力の向上を目指すため、さらに信頼される
学校づくりのため、教師の資質・指導力向上を目指すのは教育委員会としての責務であ
り妥当な事業である。 

【有効性】 

 
今日の教育課題に対応していくため、研修を通して一人一人の教師力を高め、学校と
しての組織力の向上を図ることができる。 

【経済性・効率性】 

各学校への研究委託費と教育委員会の教育研究指導事業を一本化（平成１７年度）す
ることで、ニーズに応じた研修機会を設定でき、研修内容の充実と経費の効率化を図って
いる。 

【その他】        

事業評価 
について 

 

 

 
６．今後の方向性等 

平成２１年度から小・中学校とも新学習指導要領への移行期間に入る。今後さらに教育委員会と学校が
連携や情報交換を密にし、教職員の資質向上に努めた。 
また、小学校は平成２３年度から、中学校は平成２４年度から新学習指導要領が完全実施されるため、
さらに教職員の資質向上に努め新学習指導要領の完全実施に備える。 
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番号５ 

事業名 児童生徒就学事務事業 担 当 G 学校教育グループ 
 

１．事業の概要等 
Ａ 学校園教育充実計画 
５ 生涯を支える健康教育の充実 
(1) 生涯にわたる健康の基礎を培う学校保健の充実 

教育充実計
画での位置
付け 

① 幼児や児童生徒一人一人の心身の健康状態について、家庭や学校医と連携・・

第１節 豊かなこころを育み文化・・・ 第３項 学校教育の充実 総合計画で 
の位置付け １．小・中学校教育の充実 ①障害学習の基盤となる資質の育成・・

事業概要 
 児童生徒の就学に関する事務を行なう。 
 
 
 

 
 

２．事業費及び財源内訳                          
（単位：千円） 

区     分 １９年度 ２０年度 ２１年度 
決  算  額 ６３１ ４３８ ３７６

２１年度の主な歳出節別
内訳 

報償費   ２６   役務費 ３９    負担金補助  ３６ 
旅費     ３   委託料 ２０２ 
需用費   ４７   使用料及び賃借料 ２３ 

 
３．活動指標 
①入学児童生徒数 

 １９年度 ２０年度 ２１年度 

播磨小学校 ８７人 １００人 ８３人

蓮池小学校 １４２人 １５１人 １３０人

播磨西小学校 ６４人 ７２人 ６４人

播磨北小学校 

播磨南小学校 ４５人 ４６人 ３６人

播磨中学校 ２０４人 １８６人 １７７人

播磨南中学校 １６１人 １４８人 １４５人

 
 
４．成果指標等 

事業の成果等に
ついて 

法に則り、適正に就学させている。 
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５．評価 

【妥当性】 

小学校については、入学前に子どもの健康状態を把握し、必要に応じて受診をすすめ
ることができる。 

【有効性】 

入学前に、子ども達の実態を把握することで、子ども達への支援や就学指導がスムー
ズに行える。 

【経済性・効率性】 

就学時検診を各学校で行うことにより、就学予定の子ども達を受け入れ側の教職員が
観察でき、より早く実態把握ができ、効率的である。 

【その他】        

事業評価 
について 

 

 

 
６．今後の方向性等 

法に則り、今後も適正に就学指導及び、就学事務を行っていく。 
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番号６ 

事業名 教科専門指導教諭配置事業 担 当 G 学校教育グループ 
 

１． 事業の概要等 
Ａ 学校園教育充実計画 
２ 自ら学び自ら考える力を育成する学習指導の充実 
(1) 基礎的・基本的な学力の定着 

教育充実計
画での位置 
付け 

② 子ども一人一人は違っているという前提に立ち・・・確かな学力を身につける

第１節 豊かなこころを育み文化・・・ 第３項 学校教育の充実 総合計画で 
の位置付け １．小・中学校教育の充実 ②基礎・基本の徹底と個性・創造性・・

事業概要 

 基礎的・基本的な内容の確実な定着や一人一人の個性や能力の伸長を図り、
児童への行き届いた教育活動を展開するため、きめ細やかな指導補助教員を配
置する。 
 
 

 
 

２．事業費及び財源内訳                           （単位：
円） 

区     分 １９年度 ２０年度 ２１年度 
決  算  額 ２７，１０３ ２４，６３５ ２７，０３３

２１年度の主な歳出節別
内訳 

賃金  ２４，０６３ 
共済費  ２，９７０ 

 
 
 
３．活動指標 
①学校別配置数 

 １９年度 ２０年度 ２１年度 

播磨小学校 3名 ３名 ３名

蓮池小学校 4名 ４名 ４名

播磨西小学校 ２名 １名 ２名

播磨南小学校 2名 ２名 ２名

 
 
４．成果指標等 

事業の成果等に
ついて 

 個に応じた習熟度別指導などよりきめ細やかな指導が定着しはじめ、基礎基
本が身につき、学習意欲も高まった。 
また、学力の定着に加えて、組織的・継続的なきめ細かな指導・声かけ等に
より、すべての子どもが学級の一員としての自覚をもって生活でき、中学校に
おける学習面や生活面を支えている。特に、個に応じた対応をするなかで、少
しの成長や問題ができたことを褒める機会が増え、児童のやる気を高め、児童
の今後の成長の元となる自己肯定感を高めることにつながり、中学校での学力
向上へつながる。 
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５．評価 

【妥当性】 

教科専門の教員が配置されることで、少人数指導が行え、きめ細かな指導ができるよう
になっている。 
 
 

【有効性】 

習熟度別のグループ編制を行い、子ども達のつまずきに対応した指導を行うことができ
ている。また、グループごとに課題の提示方法を変えるなどの個に応じた指導を行うことが
できている。 

【経済性・効率性】 

年間の総勤務時間を設定しその範囲内で勤務を行うことで、児童の長期休業中などに
勤務日の設定を少なくすることができ、効率的である。 

【その他】        

事業評価 
について 

 

 

 
６．今後の方向性等 

児童へのきめ細かな教科指導を行うことで、基礎基本の定着、学習に対する興味・関心を高めるだけで
なく、子ども達の自尊心が向上し、やる気にもつながっている。また、学習面のみでなく普段の生活場面で
も、たくさんの教員に見守られることにより児童が安心して学校生活を送ることができている。今後も、引き
続き児童の実態に即した指導を行うための、教科専門指導教諭の配置を行いたい。 
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番号７ 

事 業 名 外国人英語指導助手招致事業 担当グループ 学校教育グループ 
 
１．事業の概要等 

Ａ 学校園教育充実計画 
３ 内面理解に努め、豊かな心を育む教育の充実 
(4) 多文化理解を深める国際理解教育の推進 

教育充実計
画での位置
付け 

② 幼児期から外国人と交流したり外国語に親しませるとともに、小学校… 
第１節 豊かなこころを育み文化・・・ 第３項 学校教育の充実 総合計画で

の位置付け １．小・中学校教育の充実 ③ 心の教育の充実と生きる力の育成 

事 業 概 要 
中学生の語学力の向上、国際理解、教師の語学力向上のため、中学校に

外国人の英語指導助手を招致する。  

 
２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 １９年度 ２０年度 ２１年度 
決  算  額 １０，１４８ ９，８７７ １０，０１７

２１年度の主な歳出節別
内訳 

報 酬       ７，５６９   
共済費         ９８０ 
使用料及び賃借料  １，２１６ 

 
３．活動指標 
①1週間あたりの授業時数 

 １９年度 ２０年度 ２１年度 

播磨中学校 18時間 17時間 １８時間

播磨南中学校 18時間 20時間 ２３時間

 
４．成果指標等 

 

事業の成果等につ
いて 

 子どもの英語に対する関心が高まり、ALT と積極的にコミュニケーショ
ンをとろうとするなど意欲をもって学習に取り組めるようになった。また、
英語の授業のみならず、休み時間、放課後、清掃時間等でふれあう中で、
国際理解教育としても有意義である。 
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５．評価 

【妥当性】 

国際化の中、「話せる英語力」を培うことは急務であり、そのためには生きた英語に接す
ることが大切である。 
新学習指導要領においても言語活動の充実が教育の重要課題の一つに挙げられお
り、国際化の中、「話せる英語力」を培うことは急務であり、そのためには生きた英語に接
することは大切である。 
 

【有効性】 

英語の授業だけでなく、学校生活において外国人と接する機会を増やせる事業であ
り、国際理解や異文化理解に有効である。 

【経済性・効率性】 

ＪＥＴに関しては、国の地方交付税による補助があるため、効率的である。 

【その他】        

事業評価 
について 

 

 

 
６．今後の方向性等 

 各中学校に１名という配置であり、英語の時間の一部分しかまかなえていないが、中学校の学習内容か
ら考え、当面、現状で継続する。しかし、英語の授業のみならず、休み時間、放課後、清掃時間等でふ
れあう中で、国際理解教育としても有意義である。 
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  番号８ 

事 業 名 子ども支援事業 担当グループ 学校教育グループ 
 
１．事業の概要等 

Ａ 学校園教育充実計画 
３ 内面理解に努め、豊かな心を育む教育の充実 
(2) 人間的なふれあいに基づく生徒指導の推進  

教育充実計
画での位置
付け 

④ スクールカウンセラー、子どもサポート員、スクールアシスタント… 
第１節 豊かなこころを育み文化・・・ 第３項 学校教育の充実 総合計画で

の位置付け １．小・中学校教育の充実 ③ 心の教育の充実と生きる力の育成 

事 業 概 要 
 引きこもりや不登校児童生徒の自立支援及び学校復帰を目指し、家庭・学校・ふ
れあいルームをはじめとした関係機関が連携することにより、複雑多様化した不登
校問題に対応し改善を図る。 

 
２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 １９年度 ２０年度 ２１年度 

決  算  額 １２，８３４

１，６２５ 
（学校教育Ｇ職員賃
金   

１３，１１７） 

１２，４９２（学校
教育 G職員賃金 
 １２，２５２） 

２１年度の主な歳出節別
内訳 

賃 金 １２，２５２   
報償費    ２４０ 

 
３．活動指標 
①相談延回数 

 １９年度 ２０年度 ２１年度 

ふれあいルーム（利用者） 947人
 

396人 
 

２４７人

電話 20回 34回 ３３回

面接 26回 54回 ３５回

 
４．成果指標等 

 
 
 

事業の成果等につ
いて 

 不登校相談の窓口をふれあいルーム（適応指導教室）に一本化し、福祉
グループや町内外関係機関との連携を強化した。 
 また、ふれあいルームを中核に据え、不登校児童生徒数の減少に向け、
校種連携を図ることにより、不登校出現率が低下した。さらに、小中学校
にスクールアシスタントを各校 1 名配置することで、特別な支援を必要と
する児童生徒にもきめ細かく指導することができた。 
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５．評価 

【妥当性】 

発達障害や不登校、家庭崩壊など支援の必要な児童・生徒が増える中、一人ひとりに
対応できるようにするとともに、それぞれの居場所を確保し、学校復帰を促す取組はぜひ
とも必要である。 

【有効性】 

多感な時期の児童生徒の居場所を確保し、個人のニーズにあった取組ができるなど個
に応じた指導が展開できる。 

【経済性・効率性】 

町単費の嘱託員やスクールアシスタント、また県費によるスクールカウンセラーや不登
校担当教員等と有効的、効果的な連携を図り、組織的に取り組んでいる。 

【その他】        

事業評価 
について 

 

 

 
６．今後の方向性等 

支援の必要な理由が、発達障害や家庭崩壊、養育放棄など広範囲になっている。幼児期からの早期の
手立て校種間連携、関係機関との連携、家庭教育の啓発など、さらに強化していく必要がある。 
 特に適切な支援をし、集団生活を通した指導やコミュニケーション力を育てることが、児童生徒の社会的
自立へつながる。今後も続けていきたい。 
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番号９ 

事 業 名 特別支援教育推進事業 担当グループ 学校教育グループ 
 
１．事業の概要等 

Ａ 学校園教育充実計画 
２ 自ら学び自ら考える力を育成する学習指導の充実 
(8) ニーズに応じた教育的支援をめざす特別支援教育の推進 

教育充実計
画での位置
付け 

① 障害のある子どものライフサイクルを見通し、一人一人の課題を明確に・・ 
第１節 豊かなこころを育み文化・・・ 第３項 学校教育の充実 総合計画で

の位置付け １．小・中学校教育の充実 ⑤心の教育の充実と生きる力の育成 

事 業 概 要 
 各学校園で特別なニーズがあると思われる園児・児童・生徒に対しての支援を行
う。 

 
２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 １９年度 ２０年度 ２１年度 
決  算  額 － 15,728 16,656

２１年度の主な歳出節別
内訳 賃金 １６，６５６ 

 
３．活動指標 
介助員 

 １９年度 ２０年度 ２１年度 
播磨幼稚園 ４人 ４人 ５人
蓮池幼稚園 ２人 ３人 ２人
播磨西幼稚園 ４人 ３人 ４人

播磨小学校 ０人 １人 １人

蓮池小学校 ２人 ２人 ２人

播磨西小学校 ０人 ０人 ０人

播磨南小学校 ２人 １人 １人
播磨中学校 ０人 ０人 ０人

播磨南中学校 ０人 ０人 ０人

 
４．成果指標等 

 

事業の成果等につ
いて 

介助員の配置を行うことで、障害のある子ども達が安心して園生活、学校
生活を送ることができている。 
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５．評価 

【妥当性】 

幼児期より、発達障害等の特別なニーズが必要な子どもを把握し、支援を行うことで社
会への適応能力を伸ばすことができる。 
 

【有効性】 

できるだけ早い時期に実態把握をすることにより、実態に即した支援方法を検討するこ
とができ、適切な対応を行うことができる。 

【経済性・効率性】 

教育委員会事務局指導主事や健康安全グループの療育担当者が巡回を行い、連携
を取り合うことで、実態把握がしやすく早急に対応できるようになっている。 

【その他】        

事業評価 
について 

 

 

 
６．今後の方向性等 

幼稚園内、学校内での特別支援体制ができつつあり、また播磨町の福祉関係及び教育関係と各学校
園との連携もとれつつある。 
今後は、学校間や各校種間のコーディネーター、特別支援学級担当者の連携をより密にし、播磨町全
体で特別支援教育に取り組んでいきたい。 
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番号１０ 

 
１．事業の概要等 

Ａ 学校園教育充実計画 
２ 自ら学び自ら考える力を育成する学習指導の充実 
(5) 一人一人の自己実現を目指した進路指導の充実 

教育充実計
画での位置 
付け 

③ 意図的計画的に学校園の読書環境を整備し、心の涵養を図るとともに… 
第１節 豊かなこころを育み文化・・・ 第３項 学校教育の充実 総合計画で

の位置付け １．小・中学校教育の充実 ②基礎・基本の徹底と個性・創造性・・

事 業 概 要 
 豊かな感性の涵養と読む力を育成するため、蔵書の充実を図るとともに蔵書のデ
ータベース化、図書館司書の派遣等、業務委託を行う。 

 
２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 １９年度 ２０年度 ２１年度 
決  算  額 ９，１９３ ８，６２８ ６，８４７

２１年度の主な歳出節別
内訳 

委託料    ３，５４１ 
備品購入費  ３，１９１ 
需用費      １１５ 

 
３．活動指標 
①蔵書数 

 １９年度 ２０年度 ２１年度 達成率 1 達成率 2
播磨小学校 6,604冊 ６，７６８冊 ７，１７５冊 69.2％ 98.2％ 

蓮池小学校 6,992冊 ７，１４６冊 ７，５９３冊 64.5％ 79.1％ 

播磨西小学校 4,815冊 ４，９８３冊 ５，４３６冊 65.0％ 82.9％ 

播磨南小学校 5,312冊 ５，４２６冊 ５，７６７冊 77.0％ 93．1％ 

播磨中学校 7,093冊 ７，２１３冊 ７，３５４冊 60.4％ 62．5％ 

播磨南中学校 6,640冊 ６，７１９冊 ７，３３５冊 65,5％ 68.1％ 

※蔵書数は図書館にある蔵書の冊数、達成率 1 は学校図書館図書標準に対する達成率で、
達成率 2は、学級文庫まで含んだ蔵書数での達成率を示す。 

 
４．成果指標等 

 

事 業 名 読書活動推進事業 担当グループ 学校教育グループ

事業の成果等につ
いて 

 分析データによる計画的な図書の購入ができ、蔵書数が増加した。図書
室の利用も増えてきた。 
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５．評価 

【妥当性】 

情報メディアの発達により、大量の情報が簡単にかつ瞬時に入手できるようになってき
た。それに伴い文字・活字離れが懸念されるようになり、学習活動での読む力にも影響を
及ぼしている。そこで活字に触れる機会を増やし、豊かな感性を育むとともに基礎学力と
しての読む力を身につけさせる必要がある。 

【有効性】 

司書による専門的指導や環境整備により、子どもたちの読書の機会を増やすことがで
きた。また、子どもたちのニーズ、教科指導用資料に即した蔵書をそろえることも行えるよ
うになった。 

【経済性・効率性】 

蔵書のデータベース化を行うことにより、計画的に図書の購入が行えた。図書のフィル
ムコーティングやバーコードの添付が終了した状態での納品となるので経済的かつ効率
的である。 

【その他】        

事業評価 
について 

 

 

 
６．今後の方向性等 

読書活動のみにとどまらず、他教科での調べ活動にも積極的に図書室を利用し学習活動全般で活字に
触れる機会が増加してきた。今後は、蔵書の充実を図るとともに、町立図書館の蔵書も活用し、自ら学習
に取り組む基盤づくりを行いたい。また、保護者やボランティア等の協力を得て、読書環境を整えていきた
い。 
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  番号１１ 

事 業 名 子ども安全教育（ＣＡＰ）推進事業 担当グループ 学校教育グループ 
 
１．事業の概要等 

Ａ 学校園教育充実計画 
４ 自己実現と共生を目指す人権教育の推進 
(4) 人権尊重の教育推進体制の確立と指導力の向上 

教育充実計
画での位置
付け 

② ＣＡＰプログラム等の導入により、家庭や地域社会と連携しながら… 
第１節 豊かなこころを育み文化・・・ 第３項 学校教育の充実 総合計画で

の位置付け １．小・中学校教育の充実 ③心の教育の充実と生きる力の育成 

事 業 概 要 
 子ども自らが自分の命を守る力を身につけさせるため、判断力のつき始める小学
校４年生及び思春期に入る中学校１年生の全員に CAP プログラム教育を導入す
る。 

 
２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 １９年度 ２０年度 ２１年度 
決  算  額 ６３３ ３４７ ３１４

２１年度の主な歳出節別
内訳 

報償費  ３１４   
 

 
３．活動指標 
①児童生徒参加者数 

 １９年度 ２０年度 ２１年度 

小学生 ３３３人 ３７６人 ３２４人

中学生 ３６５人 ３３４人 ０人

 
４．成果指標等 

 
 
 

事業の成果等につ
いて 

 自分で自分の身を守るため真剣に学習に取り組んでいた。 
子どもたちに危機管理に対する意識の高揚が図れた。 



 - 27 -

５．評価 

【妥当性】 

小学校４年生を対象に、子どもたちが自ら身の回りの様々な危険を予測し、回避して行
動できる力を育む教育を推進することは大切である。 

【有効性】 

ＣＡＰプログラムは、子どもの「内なる力」を引き出し、それを支える教職員や保護者の
意識を向上させるため、両者が共感し援助する態度が生まれる。 

【経済性・効率性】 

小学校４年生の発達段階に応じたＣＡＰプログラムを体験させる。 

【その他】        

事業評価 
について 

 

平成 20 年度で中学校のＣＡＰプログラムをやめ、「ライオンズクエスト」（思春期のライフ
スキルについての研修）を教職員に実施し、22年度はその活用を取り入れる予定である。

 
６．今後の方向性等 

不審者や変質者の被害に遭わないために、学校・地域社会・家庭の連携はもとより、子ども自身が危険
を回避し自分で身を守る安全教育をさらに充実させる必要がある。またそれに加え、薬物や出会い系サイ
トなど、子どもの安全を確保する新たな側面についても考えていく必要がある。そこで、小学校低学年には
「ＣＡＰ」を、より誘惑の多い小学校高学年や中学生には「ライオンズクエスト」を取り入れることにより、コスト
ダウンにつなげるため、思春期ライフスキルを教職員が学ぶため、セミナー研修とワークショップ研修を実
施した。小学校の「ＣＡＰ」については、事業の見直しを検討する。 
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  番号１２ 

事 業 名 小学校英語活動推進事業 担当グループ 学校教育グループ 
 
１．事業の概要等 

Ａ 学校園教育充実計画 
２ 自ら学び自ら考える力を育成する学習指導の充実 
(7) 特色ある総合的な学習の時間の推進 

教育充実計
画での位置
付け 

④ 国際化社会に対応するため、幼稚園から外国語に触れる機会を設ける… 
第１節 豊かなこころを育み文化・・・ 第３項 学校教育の充実 総合計画で

の位置付け １．小・中学校教育の充実 ③心の教育の充実と生きる力の育成 

事 業 概 要 
 国際人として必要な基礎的資質を養うため、小学校３年生以上の総合的な学習の
時間を利用して、週１回外国人講師による英語活動を行う 

 
２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 １９年度 ２０年度 ２１年度 
決  算  額 ８，９２５ ８，９２５ ８，９２５

２１年度の主な歳出節別
内訳 

委託料  ８，９２５ 
 

 
３．活動指標 
①１週間あたりの授業時数（3年生以上は各クラス１週間に１時間） 

 １９年度 ２０年度 ２１年度 
播磨小学校 １２時間 １２時間 １２時間

蓮池小学校 １５時間 １４時間 １６時間

播磨西小学校 ９時間 ９時間 ８時間

播磨南小学校 ８時間 ８時間 ８時間

※小学校 1・2年生と幼稚園には学期に 1～２回程度、英語活動を行う。 
 

４．成果指標等 

 

事業の成果等につ
いて 

外国人が終日勤務することにより、授業のみならず生活面でも国際理解
が図れた。また、年を経るにつれ児童や教師の取り組みに積極性が出てき
た。 
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５．評価 

【妥当性】 

来年度から完全実施になる新学習指導要領（小学校）では、高学年において英語活動
の授業時数がそれぞれ年間３５時間確保されている。播磨町では、平成１８年度から本事
業を実施しており、国際人として必要な資質の育成に先鞭をつけていることの意義は大き
く、妥当な事業といえる。 
 

【有効性】 

新学習指導要領の英語活動の目標は、外国語の音声や基本的な表現に慣れ親しま
せながら、コミュニケーションの素地を養うとなっている。本事業は、２人のＡLT が英語活
動を通して積極的に児童と関わり、児童たちも英語やジェスチャーを使ってコミュニケー
ションをとろうとする意欲が年々高まっており、本事業の有効性は高い。 

【経済性・効率性】 

委託により、一定のレベルに達しているＡＬＴが中心になって語学活動を行い、週２～３
日は各学校に常駐できることは、町単独でのＡＬＴ採用よりも効率的かつ経済的である。 

【その他】        

事業評価 
について 

 

 

 
６．今後の方向性等 

 先進的な取組として効果を上げており、またこれからの時流に適した事業である。今までの成果と課題を
見直し、新学習指導要領により実施していきたい。 
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  番号１３ 

事 業 名 障害児童生徒通学支援事業 担当グループ 学校教育グループ 
 
１．事業の概要等 

Ａ 学校園教育充実計画 
２ 自ら学び自ら考える力を育成する学習指導の充実 
(8) ニーズに応じた教育的支援をめざす特別支援教育の推進 

教育充実計
画での位置
付け 

② 関係機関と連携し、保護者との意思疎通を大切にしながら、幼児期から適切な… 

第１節 豊かなこころを育み文化・・・ 第３項 学校教育の充実 総合計画で
の位置付け １．小・中学校教育の充実 ③心の教育の充実と生きる力の育成 

事 業 概 要 
 加古川養護学校に通学する身体に障がいのある児童生徒が家庭事情などに左右され
ず、等しく教育を受けることができるように送迎を行う。 

 
２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 １９年度 ２０年度 ２１年度 
決  算  額 ５，８９５ ５，９８０

２１年度の主な歳出節別
内訳 

委託料  ５，９８０ 
 

 
３．活動指標 
①年間の運行日数 

 １９年度 ２０年度 ２１年度 
運行日数 １９９日 １９５日

 
 

４．成果指標等 

 

事業の成果等につ
いて 

この事業を行うことで、児童生徒が家族の病気やその他の家庭の事情により通
学が危ぶまれることなく、教育を受ける権利を保障することができる。 
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５．評価 

【妥当性】 

平成１９年度までは、保護者が加古川市内まで児童生徒を送っていき加古川養護学
校のバスに乗って通学していたが、本来は、播磨町の子どもは播磨町で通学支援を行う
べきであることから、障がいのある児童生徒の加古川養護学校までの通学支援は必要な
事業である。 
 

【有効性】 

保護者や家庭の事情により欠席することがなくなり、学習を受ける権利を保障すること
ができる。 

【経済性・効率性】 

社会福祉協議会所有のバスを利用し、協議会に事業委託することで、管理運営につい
ても委託できるため、経済的かつ効率的である。 

【その他】        

事業評価 
について 

 

 

 
６．今後の方向性等 

県立東はりま特別支援学校の小・中学部の開校に伴い、、現在、加古川養護学校に通学している児童
生徒も、転入が可能となるため、この事業については、今後検討する必要がある。 
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  番号１４ 

事 業 名 情報ﾘﾃﾗｼｰｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ事業  担当グループ 学校教育グループ 
 
１．事業の概要等 

Ａ 学校園教育充実計画 
２ 自ら学び自ら考える力を育成する学習指導の充実 
(4) 情報化社会に対応できる情報教育の推進 

教育充実計
画での位置
付け 

② 情報通信ネットワークの活用を図り、発達段階に即して情報リテラシー… 
第１節 豊かなこころを育み文化・・・ 第３項 学校教育の充実 総合計画で

の位置付け １．小・中学校教育の充実 ③ 心の教育の充実と生きる力の育成 

事 業 概 要 
 小学校教育にコンピューターネットワークを導入し、情報通信ネットワ
ークなどの情報手段に慣れ親しみ、情報発信や知的情報資源へのアクセス
などを児童が積極的に活用していく実践教育を継続的に実施する。  

 
２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 １９年度 ２０年度 ２１年度 
決  算  額 － － １，２５５

２１年度の主な歳出節別
内訳 

賃金      ８９６   
備品購入費   ２８９ 
 

 
３．活動指標 
① 情報リテラシーアドバイザー活動件数 

 １９年度 ２０年度 ２１年度 
播磨小学校 － － 50件

蓮池小学校 － － 64件

播磨西小学校 － － 88件
播磨南小学校 － － 60件
播磨中学校 － － 96件
播磨南中学校 － － 64件
 
４．成果指標等 

 
 
 
 
 
 

事業の成果等につ
いて 

 教師の情報リテラシー教育の指導力向上につながり、教師の ICT活用
能力が高まった。また、環境整備を始め、トラブル発生時に迅速に対応で
き、各学校での ICT機器活用の利便性がよくなった。 
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５．評価 

【妥当性】 

 パソコン、携帯電話をはじめとする情報端末は、いまや小中学生の生活に浸透してい
る。しかし、便利なツールである反面、「出会い系サイト」、「インターネット掲示板」などに
みられる、いじめ等の深刻な人権侵害が問題となっている。しかし、学校現場では、情報
リテラシー教育を段階的・系統的に指導できる体制は十分とはいえない。そこで、学校の
指導体制、教師の情報リテラシー教育の力量を高めるために必要である。 

【有効性】 

教育委員会・各学校としては、様々な情報教育に関する研修をすでに実施している
が、情報教育アドバイザーを、学校へ派遣して教師の普段の業務を行いながら、その
時々における課題解決へのアドバイスを受けることで、教師の力量アップが図れる。 

【経済性・効率性】 

 教師の校務における情報機器の操作や児童生徒に対する指導の場面で機器操作で
様々なトラブルに見舞われることが多い、その際、トラブルに対して迅速に対応できる体
制ができ、修理にかかる時間短縮、修理費の削減にもつながった。 

【その他】        

事業評価 
について 

 

緊急雇用対策事業のため平成 23 年度までの事業である。 

 
６．今後の方向性等 

 今後も、各学校園のＩＣＴ環境はさらに、整備されていくと考えられる。情報機器の場合はハードの充
実とともに、ソフトウエアの整備がかかせない。また、ハード・ソフト以上に各学校園に対するサポート体制
をより充実する必要があります。緊急雇用対策事業終了後も、引き続き事業を継続したい。 
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番号１５ 

事 業 名 小学校保健衛生事業 担当グループ 教育総務グループ 
 
１．事業の概要等 

Ａ 学校園教育充実計画 
５ 生涯を支える健康教育の充実 
(1) 生涯にわたる健康の基礎を培う学校保健の充実 

教育充実計
画での位置
付け 

① 幼児や児童生徒一人一人の心身の健康状態について・・・ 
第１節 豊かなこころを育み文化・・・ 第３項 学校教育の充実 総合計画で

の位置付け １．小・中学校教育の充実 ① 生涯学習の基盤となる資質の育成 

事 業 概 要 児童及び教職員を対象に学校保健安全法に基づく健康診断を実施し、健
康の保持及び増進を図る。  

 
２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 １９年度 ２０年度 ２１年度 
決  算  額 １２，３９２ １２，４５９ １２，７１９

２１年度の主な歳出節別
内訳 

報償費      ７，０７４ 
需用費        ５６２   
委託料      ４，７２１ 
使用料及び賃借料   ３２０ 

 
３．活動指標 
①各種検診受診状況 

 １９年度 ２０年度 ２１年度 
胸部結核検診 0人 2人 0人

1次検尿 2,086人 2,116人 2,067人
腎臓検診 

2 次検尿 146人 176人 215人
1次検診 2,086人 2,116人 2,067人

糖尿病検診 
2 次検診 0人 0人 1人

ぎょう虫卵検診 1,036人 1,036人 1,025人
1次検診 702人 780人 684人

2次検診 360人 409人 351人心臓検診 

精密検診 17人 28人 33人
1次検診 367人 335人 376人脊柱側弯症検

診 2 次検診 30人 24人 11人
 

４．成果指標等 

 

事業の成果等につ
いて 

学校保健安全法に基づく健康診断の実施により、児童及び教職員の
健康保持及び増進が図られた。 
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５．評価 

【妥当性】 

学校保健安全法において児童及び教職員への健康診断の実施の義務が規定されて
いる。 

【有効性】 

児童及び教職員の健康状態の確認及び早期発見を目指し健康診断を実施すること
は、健康の保持及び増進を図り、学校教育の円滑な実施とその成果を確保するために有
効である。 

【経済性・効率性】 

健康診断の委託先は財団法人加古川総合保健センターであり、委託料は一市ニ町
（加古川市・稲美町・播磨町）同額であることから、適正な単価で実施できている。 

【その他】        

事業評価 
について 

 

 

 
６．今後の方向性等 

当該事業は法律で義務付けられていることから、このまま継続する。 
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  番号１６ 

事 業 名 小学校給食事業 担当グループ 教育総務グループ 
 
１．事業の概要等 

Ａ 学校園教育充実計画 
５ 生涯を支える健康教育の充実 
(1) 生涯にわたる健康の基礎を培う学校保健の充実 

教育充実計
画での位置
付け 

② 播磨町教育委員会の食育推進計画に基づき、家庭、学校、地域が・・・ 
第１節 豊かなこころを育み文化・・・ 第３項 学校教育の充実 総合計画で

の位置付け １．小・中学校教育の充実 ① 生涯学習の基盤となる資質の育成 

事 業 概 要 
全小学校の児童に対し、単独校調理方式で完全給食を実施し、食事につ

いての正しい理解と食事を通じて好ましい人間関係を育成するとともに、
児童の健康保持及び増進を図る。  

 
２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 １９年度 ２０年度 ２１年度 

決  算  額 １６，０８０

６，１４４ 
(小学校給食員に要す
る職員賃金 
   １０，９３７） 

５，９９４
(小学校給食員に要す
る職員賃金 
   １１，００１

２１年度の主な歳出節別
内訳 

需用費    １，８１７ 
委託料    １，１６５ 
備品購入費  ２，８８３ 

 
３．活動指標 
①小学校給食 

 １９年度 ２０年度 ２１年度 
小学校給食実施日数 １８３日 １８１日 １８４日

 
②給食調理員職員数 

 １９年度 ２０年度 ２１年度 
正 職 員 数 １１人 １１人 １１人

嘱 託 職 員 ０人 ０人 ０人

パ  －  ト １５人 １５人 １５人

  
③給食調理員（正職員）給与費                      （単位：円） 

 １９年度 ２０年度 ２１年度 
２ 給料 37,532,100 38,333,100 39,220,552
３ 職員手当等 18,544,876 19,028,347 17,218,604
４ 共済費 10,745,848 11,024,994 11,678,008

計 66,822,824 68,386,441 68,117,164

 
４．成果指標等 

 

事業の成果等につ
いて 

町立の４小学校の児童に対し、単独調理方式で完全給食を実施し、健康
の保持及び増進を図っている。 
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５．評価 

【妥当性】 

小学校での学校給食は、児童の心身の健全な発達に資し、かつ、食生活の改善に寄
与するために学校教育の一環として実施するものであり、特に衛生的で安全な学校給食
を提供するために当該事業を実施することは妥当である。 

【有効性】 

衛生管理の徹底により食中毒を防止し、安心かつ安全な学校給食を提供することが可
能である。また、発達段階に応じた食育の推進が図れる。 

【経済性・効率性】 

効率性の向上を目的として、調理機器等の更新を行っている。 

【その他】        

事業評価 
について 

 

 

 
６．今後の方向性等 

調理業務においては民間事業者への委託をも視野に入れながら、経費の節減に向けた実施方法を検
討していく必要がある。 
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  番号１７ 

事 業 名 小学校施設維持管理事業 担当グループ 教育総務グループ 
 
１．事業の概要等 

Ａ 学校園教育充実計画 
１ 地域に開かれた特色ある学校園づくりの推進 
(2) ゆとりある学校園の経営 

教育充実計
画での位置
付け 

② 学校園が幼児や児童生徒にとって心の居場所となるよう、・・・ 
第１節 豊かなこころを育み文化・・・ 第３項 学校教育の充実 総合計画で

の位置付け ３．学校教育施設の充実 ① 小・中学校、幼稚園施設の充実 

事 業 概 要 
円滑な学校運営を推進するため、小学校施設の適切な維持管理と学校内

の保全を行う。  

 
２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 １９年度 ２０年度 ２１年度 
決  算  額 ３９，３２１ ４０，４２０ ３７，１０９

２１年度の主な歳出節別
内訳 

需用費       ２６，４４４ 
委託料        ２，６３３ 
使用料及び賃借料   １，４１５ 
工事請負費      ５，０２６ 

 
３．活動指標 
①燃料費・光熱水費の推移                        （単位：円） 

 １９年度 ２０年度 ２１年度 

電気料金 11,929,222 11,884,360 10,907,429

水道料金 10,474,540 11,887,970 10,290,410

ガス料金 2,712,075 2,889,411 2,841,300

 
 

４．成果指標等 

 
 
 
 
 

事業の成果等につ
いて 

円滑な学校運営の推進ができたとともに施設の適切な維持管理、
学校内の保全を行うことができた。  
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５．評価 

【妥当性】 

学校教育法の規定に基づき、学校施設の維持、管理、運営を行う必要がある。 

【有効性】 

各種学校施設の経年化に伴い、適切な維持補修を実施することにより、建物の良好な
維持管理、教育環境の整備、職員の健康保持、耐用年数等の増加を図ることができると
ともに、将来の経費を節減することができる。 

【経済性・効率性】 

緊急性の高いものから順次、計画的な整備に取り組んでいる。 

【その他】        

事業評価 
について 

 

 

 
６．今後の方向性等 

良好な教育環境及び児童の安全等を確保するため、引き続き適切な維持補修を実施するとともに計画
的な学校施設の整備を行うために平成２１年度に実施した専門業者による調査結果に基づき、年次的な
整備計画を策定し、経済的、効率的な整備工事を実施していく。 

 



 - 40 -

  番号１８ 

事 業 名 小学校運営用備品整備事業 担当グループ 教育総務グループ 
 
１．事業の概要等 

Ａ 学校園教育充実計画 
１ 地域に開かれた特色ある学校園づくりの推進 
(2) ゆとりある学校園の経営 

教育充実計
画での位置
付け 

② 学校園が幼児や児童生徒にとって心の居場所となるよう、・・・ 
第１節 豊かなこころを育み文化・・・ 第３項 学校教育の充実 総合計画で

の位置付け ３．学校教育施設の充実 ① 小・中学校、幼稚園施設の充実 

事 業 概 要 
小学校運営用備品の整備等を行い、教育内容を充実し、児童の学習効果

をあげる。  

 
２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 １９年度 ２０年度 ２１年度 
決  算  額 ２，７９３ ３，２２７ ２，４６１

２１年度の主な歳出節別
内訳 備品購入費  ２，４６１ 

 
３．活動指標                               （単位：円） 
 １９年度 ２０年度 ２１年度 

備品購入費 2,792,578 3,226,380 2,461,407 
 
４．成果指標等 

 
 
 
 
 

事業の成果等につ
いて 

学校運営に必要な机・椅子等の備品を整備したことで、児童が良好な環
境のもとに教育が受けられるようになった。 
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５．評価 

【妥当性】 

学校運営を円滑に行うためには印刷機、机、椅子、ロッカー等の備品は必要不可欠で
あり、そのような備品を更新または新規に整備することはより良い教育環境を整備すること
からも妥当である。 

【有効性】 

備品の整備は、優先順位をもって実施しており、必要な場合は備品の状態等も現地で
確認していることから、有効な整備ができている。  

【経済性・効率性】 

学校からの要望を予算の範囲内で精査し、優先順位を決めて計画的に整備を進めて
いる。 

【その他】        

事業評価 
について 

 

 

 
６．今後の方向性等 

良好な教育環境を維持していくためにも、計画的な備品の整備は必要である。 
少子化等による今後の児童数の動向を踏まえながら、限られた予算内において、備品によってはリース
の活用や複数校において共同で使用する等により、個々のコスト削減を検討しながら、効率的な整備を進
めていく。 
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  番号１９ 

事 業 名 交通安全街頭指導事業 担当グループ 教育総務グループ 
 
１．事業の概要等 

Ａ 学校園教育充実計画 
５ 生涯を支える健康教育の充実 
(3) 生命を尊ぶ安全教育の徹底 

教育充実計
画での位置
付け 

④ 発達段階に応じた交通安全教育を推進し、・・・ 
第３節 安全でさわやかな都市環境・・・ 第３項 安全・安心対策の推進 総合計画で

の位置付け １．交通安全対策の充実 ① 交通安全意識の啓発 

事 業 概 要 
通学路における危険箇所に街頭指導員を配置することにより、児童等の登下校時
における交通安全の確保を図る。 

 
２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 １９年度 ２０年度 ２１年度 
決  算  額 １１，４３４ １１，４７５ １１，２２３

２１年度の主な歳出節別
内訳 

報酬  １１，１９５   
需用費     ２８ 

 
３．活動指標 
①校区別街頭指導員数 

 １９年度 ２０年度 ２１年度 

播磨小学校区 ６人 ６人 ７人

蓮池小学校区 ５人 ５人 ５人

播磨西小学校区 ３人 ３人 ２人

播磨北小学校区 － － －

播磨南小学校区 ２人 ２人 ２人

合   計 １６人 １６人 １６人

 
②街頭指導日数 

 １９年度 ２０年度 ２１年度 

活動日数 ２０２日 ２０２日 １９６日 
 
４．成果指標等 

 

事業の成果等につ
いて 

児童生徒等の登下校時における交通安全の確保が図られた。 
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５．評価 

【妥当性】 

町内で交通事故が多発する中、登下校時における児童生徒等の交通の安全を確保す
る上で、通学路に交通安全街頭指導員を配置することは妥当である。 

【有効性】 

登下校時の通学路において交通整理及び適切な指導が行われ、児童生徒等の通学
における安全が確保されている。 

【経済性・効率性】 

主な経費は、交通安全街頭指導員の報酬であり、報酬の額は「特別職に属する非常勤
の職員の報酬及び費用弁償に関する条例」で規定されていることから、妥当であると考え
る。 

【その他】        

事業評価 
について 

 

 

 
６．今後の方向性等 

住民やボランティア等の地域の協力を得ながら、交通安全街頭指導員を含めて、より一層地域全体で
子どもたちの登下校を見守るシステムを確立できるように検討を進める必要がある。 
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 番号２０ 

事 業 名 
学校施設改修等整備計画作成事

業（小・中） 
担当グループ 教育総務グループ 

 
１．事業の概要等 

Ａ 学校園教育充実計画 
１ 地域に開かれた特色ある学校園づくりの推進 
(3) 心やすらぐ安心安全の学校園の環境整備 

教育充実計
画での位置
付け 

③ 安全で安心な場となるよう幼稚園舎の耐震化を進めるとともに・・・ 
第１節 豊かなこころを育み文化・・・ 第３項 学校教育の充実 総合計画で

の位置付け ３．学校教育施設の充実 ① 小・中学校、幼稚園施設の充実 

事 業 概 要 
学校施設の整備を財政面に考慮しながら効率的かつ計画的に推進するため、専門
的見地から全ての学校施設について現状調査を行い、改修の必要性・緊急性、工法、
経費、国庫補助適合の有無、工事期間などを検討し、整備計画を作成する。 

 
２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 １９年度 ２０年度 ２１年度 
決  算  額 － － ２，８１４

２１年度の主な歳出節別
内訳 委託料  （小学校 １，８７６、中学校 ９３８） 

 
３．活動指標 
 １９年度 ２０年度 ２１年度 

小学校  ４校 
調査対象校数 － － 

中学校  ２校 
 
４．成果指標等 

 
 
 
 
 

事業の成果等につ
いて 

 小学校４校、中学校２校の施設の現状を把握することができたとともに
今後の整備計画を立案する上で必要な各種情報を得ることができた。 
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５．評価 

【妥当性】 

町立の４小学校、２中学校の学校施設については経年劣化に伴い、大規模な改修を
適時実施する必要がある。そこで、町の財政状況を考慮し、計画的な整備を進めるため
には施設の状況を的確に把握する必要があり、専門家による調査を行い、調書を作成さ
せることは妥当である。 

【有効性】 

専門業者が作成した資料をもって学校施設の整備を財政面に考慮しながら効率
的、かつ計画的に推進するための整備計画が作成できる。 

【経済性・効率性】 

大規模な改修の必要性・緊急性、工法、経費、国庫補助適合の有無、工事期間な
どを検討することができる資料を得ることができ、今後適正な整備計画を実施する
ことができる。 

【その他】        

事業評価 
について 

 

 

 
６．今後の方向性等 

当該事業によって町立の４小学校、２中学校の学校施設の状況が把握できたので、その成果品をもっ
て長期整備計画を作成し、順次、整備を実施していく。 
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番号２１ 

事 業 名 小学校遊具整備改修事業 担当グループ 教育総務グループ 
 
１．事業の概要等 

Ａ 学校園教育充実計画 
１ 地域に開かれた特色ある学校園づくりの推進 
(2) ゆとりある学校園の経営 

教育充実計
画での位置
付け 

② 学校園が幼児や児童生徒にとって心の居場所となるよう、・・・ 
第１節 豊かなこころを育み文化・・・ 第３項 学校教育の充実 総合計画で

の位置付け ３．学校教育施設の充実 ① 小・中学校、幼稚園施設の充実 

事 業 概 要 
児童の身体的・精神的・社会的能力などを身につけるために遊具の適切な維持管
理を行う。 
 

 
２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 １９年度 ２０年度 ２１年度 
決  算  額 ４８３ １，０９９ ５３５

２１年度の主な歳出節別
内訳 

委託料    １０５ 
工事請負費  ４３０ 

 
３．活動指標 
 １９年度 ２０年度 ２１年度 

改修箇所数  ３箇所  ２箇所  １箇所
(播磨小学校)

 
４．成果指標等 

 
 
 
 
 

事業の成果等につ
いて 

遊具の適切な維持管理を実施したことにより、児童への安全が図られ、
安心して使用できるようになった。 
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５．評価 

【妥当性】 

遊具の安全確保は設置者及び管理者の責務であり、国土交通省の指針に沿って策
定された「遊具の安全に関する基準」に基づいた維持管理が必要である。 

【有効性】 

遊具の適切な維持管理を行うことにより、児童の安全が確保される。 
 

【経済性・効率性】 

国土交通省の指針に沿って策定された「遊具の安全に関する基準」に基づき、点
検・評価を行い、その結果けがや事故の要因になるものを対象に整備を行っている。

【その他】        

事業評価 
について 

 

 

 
６．今後の方向性等 

今後も国土交通省の指針に沿って策定された「遊具の安全に関する基準」に基づいて、社団法人
日本公園施設業協会会員による点検・評価を行ったうえで、けがや事故の起因となるような遊具に
ついて逐次整備を実施していくとともに、必要に応じて更新していく。 
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 番号２２ 

事 業 名 
地上デジタル放送受信設備整備

事業（小・中） 
担当グループ 教育総務グループ 

 
１．事業の概要等 

Ａ 学校園教育充実計画 
１ 地域に開かれた特色ある学校園づくりの推進 
(2) ゆとりある学校園の経営 

教育充実計
画での位置
付け 

② 学校園が幼児や児童生徒にとって心の居場所となるよう、・・・ 
第１節 豊かなこころを育み文化・・・ 第３項 学校教育の充実 総合計画で

の位置付け ３．学校教育施設の充実 ① 小・中学校、幼稚園施設の充実 

事 業 概 要 
 地上デジタル放送の受信に対応するため、現在のテレビアンテナ・分配器・増幅
器等の調査を行うとともにＵＨＦアンテナやＵＶブースター等の整備工事を行う。

 
２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 １９年度 ２０年度 ２１年度 
決  算  額  ５，２１２

２１年度の主な歳出節別
内訳 

委託料     ４４１（小学校  294、中学校  147） 
工事請負費 ４，７７１（小学校 3,218、中学校 1,553） 

 
３．活動指標 
 １９年度 ２０年度 ２１年度 

小学校 ４校 
整備校数 － －

中学校 ２校 
 
４．成果指標等 

 
 

事業の成果等につ
いて 

小学校 4校、中学校 ２校において地上デジタル放送の受信が出来るよ
うになり、良好な教育環境が整備できた。 
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５．評価 

【妥当性】 

  平成２３年７月２４日に地上アナログ放送が終了することから、小学校 4 校、中学校２
校において地上デジタル放送の受信ができるように整備を実施することは、教育環境
を整える上で必要である。 

【有効性】 

早期に小学校４校、中学校２校において地上デジタル放送が受信できる環境が整
備でき、良好な教育環境を整えることができた。 

【経済性・効率性】 

整備費の半分程度は国の緊急経済対策によって助成金があったので、財源的に軽減
が図られたうえで事業が実施できた。 

【その他】        

事業評価 
について 

 

 

 
６．今後の方向性等 

今回の整備によって、小学校 4 校、中学校２校において地上デジタル放送の受信が出来るように
なったので、今後は当該機器を有効に活用し、維持管理を進めていく。 
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番号２３ 

事 業 名 
太陽光発電システム整備事業

（小・中・幼） 
担当グループ 教育総務グループ 

 
１．事業の概要等 

Ａ 学校園教育充実計画 
１ 地域に開かれた特色ある学校園づくりの推進 
(2) ゆとりある学校園の経営 

教育充実計
画での位置
付け 

② 学校園が幼児や児童生徒にとって心の居場所となるよう、・・・ 
第１節 豊かなこころを育み文化・・・ 第３項 学校教育の充実 総合計画で

の位置付け ３．学校教育施設の充実 ① 小・中学校、幼稚園施設の充実 

事 業 概 要 
 小学校、中学校及び幼稚園に太陽光発電を行う太陽光発電パネルや直流を交流に
変換する装置、発電量を表示する液晶パネル、売電用積算電力計などの装置を設置
するための設計を行う。 

 
２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 １９年度 ２０年度 ２１年度 
決  算  額  ７，８７５

２１年度の主な歳出節別
内訳 

 
委託料 ７，８７５ 
（小学校  4,257、中学校 2127、幼稚園 1,491） 
 

 
３．活動指標 
 １９年度 ２０年度 ２１年度 

小学校  4校 
中学校  ２校 実施校・園数 － －

幼稚園  3園 
 
４．成果指標等 

 
 
 
 

事業の成果等につ
いて 

小学校 4校、中学校 ２校、幼稚園 ３園の太陽光発電システムを整備
するための工事設計を作成することができた。 
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５．評価 

【妥当性】 

  地球温暖化への対策として推進されている「太陽光発電システム」を町内の文教施設
に導入することは、児童生徒への環境教育を実践することができるとともに施設の維持管
理の経費が軽減できるので、その準備を行うのは妥当である。 

【有効性】 

小学校 4校、中学校２校、幼稚園３園の各施設の状況に応じた「太陽光発電シス
テム」を整備するために必要な工事設計を作成することができた。 

【経済性・効率性】 

設計に係る費用は全額国の助成金の対象であり、町としての費用負担はなしで当該事
業を実施できた。 

【その他】        

事業評価 
について 

 

 

 
６．今後の方向性等 

今回の設計を基に「太陽光発電システム」の整備工事を発注し、平成２２年度中に小学校 4校、中
学校２校、幼稚園３園の整備を完了し、有効な活用を進めていく。 
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番号２４ 

事 業 名 蓮池小学校教室改修事業 担当グループ 教育総務グループ 
 
１．事業の概要等 

Ａ 学校園教育充実計画 
１ 地域に開かれた特色ある学校園づくりの推進 
(2) ゆとりある学校園の経営 

教育充実計
画での位置
付け 

② 学校園が幼児や児童生徒にとって心の居場所となるよう、・・・ 
第１節 豊かなこころを育み文化・・・ 第３項 学校教育の充実 総合計画で

の位置付け ３．学校教育施設の充実 ① 小・中学校、幼稚園施設の充実 

事 業 概 要 
平成２２年度から学級数が２クラス増える見込みであることから、教室を確保す
るために「教材室」を｢普通教室｣に改修するとともに教材を収納する倉庫を新設す
る。 

 
２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 １９年度 ２０年度 ２１年度 
決  算  額 － － ３，９４４

２１年度の主な歳出節別
内訳 

委託料      ４７3 
工事請負費  ３，４７１ 

 
３．活動指標 
 ２１年度 ２２年度 増減 

児童数 137 128 △9 
１年 

クラス数 4 4 0 
児童数 153 133 △20 

２年 
クラス数 5 4 △1 
児童数 145 154 9 

３年 
クラス数 5 5 0 
児童数 128 148 20 

４年 
クラス数 ４ 5 1 
児童数 142 129 △13 

５年 
クラス数 ４ 4 0 
児童数 115 140 25 

６年 
クラス数 3 4 1 
児童数 6 11 5 特別

支援 クラス数 2 3 1 
児童数 826 843 17 

児童数及びクラス数 

計 
クラス数 27 29 2 

 

 
４．成果指標等 

 
 
 

事業の成果等につ
いて 

 教材室を普通教室に改修することによって、平成２２年度の学校運営に
必要な教室を確保することができ、合わせて倉庫を新設することで教材室
内の各資料を円滑に移転することができた。 
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５．評価 

【妥当性】 

児童数の増加により平成２２年度から２クラス増加し、普通教室が不足することが予定さ
れ、教室を確保することが必要となった。よって、教材室として使用している部屋を普通教
室に改修し、合わせて教材室内の各資料を格納する倉庫を新設することは必要である。 

【有効性】 

教材室を普通教室に改修することによって、平成２２年度の学校運営に必要な教
室を確保することができ、合わせて倉庫を新設することで教材室内の各資料を円滑
に移転することができた。 

【経済性・効率性】 

必要最小限の改修と二次製品による倉庫を設置しており、経済的にも安価で事業を執
行できた。 

【その他】        

事業評価 
について 

 

 

 
６．今後の方向性等 

学校を運営していく上で必要な数の教室と各種資料等の保管場所が確保できたことによって、安心して
学校の運営を進めていくことができるようになった。 
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番号２５ 

事 業 名 小学校就学援助事業 担当グループ 教育総務グループ 
 
１．事業の概要等 

Ａ 学校園教育充実計画 
１ 地域に開かれた特色ある学校園づくりの推進 
(2) ゆとりある学校園の経営 

教育充実計
画での位置
付け 

② 学校園が幼児や児童生徒にとって心の居場所となるよう、・・・ 
第１節 豊かなこころを育み文化・・・ 第３項 学校教育の充実 総合計画で

の位置付け １．小・中学校教育の充実 ① 生涯学習の基盤となる資質の育成 

事 業 概 要 
 心身ともに健全な児童の育成を図るため、経済的理由により就学が困難な児童に
対し、学用品、給食費等を補助する。  

 
２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 １９年度 ２０年度 ２１年度 
決  算  額 １９，１１９ １８，７０４ １９，７３４

２１年度の主な歳出節別
内訳 

役務費      ２５ 
扶助費  １９，７０９ 

 
３．活動指標 
①就学援助支給者 

 １９年度 ２０年度 ２１年度 

播磨小学校 101人 88人 85人

蓮池小学校 97人 108人 128人

播磨西小学校 75人 84人 86人

播磨南小学校 37人 31人 26人

合  計 310人 311人 325人

 
４．成果指標等 

 
 
 
 
 

事業の成果等につ
いて 

経済的理由により就学が困難な児童に対して生活品費、給食費等を補助
することで児童の育成を図っている。 
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５．評価 

【妥当性】 

教育の機会均等の実現を図るため、真に就学援助を必要とする家庭に対して援助を
行い、児童が安心して学校生活を送ることができるように援助する必要がある。 

【有効性】 

就学援助は、生活保護法に規定する要保護者及びそれに準ずる家庭の保護者にとっ
ては必要な経費であり、安心して学校生活を送るためには有効である。 

【経済性・効率性】 

規則等で定められた基準によって適正に援助している。 

【その他】        

事業評価 
について 

 

 

 
６．今後の方向性等 

近年、経済的理由により就学援助を必要とする世帯は増加する傾向にあり、児童の教育環境を整える
面から考慮すると継続する必要がある。 
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番号２６ 

事 業 名 小学校情報教育運営事業  担当グループ 学校教育グループ 
 
１．事業の概要等 

Ａ 学校園教育充実計画 
２ 自ら学び自ら考える力を育成する学習指導の充実 
(4) 情報化社会に対応できる情報教育の推進 

教育充実計
画での位置
付け 

② 情報通信ネットワークの活用を図り、発達段階に即して情報リテラシー… 
第１節 豊かなこころを育み文化・・・ 第３項 学校教育の充実 総合計画で

の位置付け １．小・中学校教育の充実 ③ 心の教育の充実と生きる力の育成 

事 業 概 要 
 小学校教育にコンピューターネットワークを導入し、情報通信ネットワ
ークなどの情報手段に慣れ親しみ、情報発信や知的情報資源へのアクセス
などを児童が積極的に活用していく実践教育を継続的に実施する。  

 
２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 １９年度 ２０年度 ２１年度 
決  算  額 ７，９６９ ９，１８８ ９，３６５

２１年度の主な歳出節別
内訳 

役務費         ５７０ 
使用料及び賃借料  ８，７９５ 

 
３．活動指標 
①情報教育授業時数 

 １９年度 ２０年度 ２１年度 
播磨小学校 ３６０時間 ４２０時間 ４２０時間

蓮池小学校 ４５０時間 ５２０時間 ５６０時間

播磨西小学校 ２７０時間 ２８０時間 ２８０時間

播磨南小学校 ２４０時間 ２６０時間 ２８０時間

※授業時数はパソコン教室を割り当てている時間数である。 
 
４．成果指標等 

 
 
 
 

事業の成果等につ
いて 

 教員のパソコン技術も向上し、パソコンを活用した教科学習や総合的な
学習が充実してきた。今後は、新学習指導要領完全実施に伴い、総合的な
学習の時間は減るが、各教科での ICT活用を推進していく。 
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５．評価 

【妥当性】 

学校における ICT 環境整備は、時代の要請でもあり、また学力向上のため道具として
のパソコン活用は避けては通れないものである。 

【有効性】 

校内 LAN の整備により、どの教室からもサーバーやインターネットにアクセスできる環
境ができ、またすべての学校がホームページを立ち上げ、情報公開できている。 

【経済性・効率性】 

導入に当たって保護者や地域ボランティアの協力を得るなど、経費節減に努めた。ま
た、保守点検料（小262,500円／100台分月額）を随時修理にすることにより、実情に応じ
た大幅な効率化を図っている。 

【その他】        

事業評価 
について 

 

 

 
６．今後の方向性等 

平成18年 7月 26日高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部（IT戦略本部）より「重点計画-2006」
が決定され、2010年度までに教員一人1台のコンピュータ、児童生徒3.6人に 1台の教育用コンピュータ
の整備が目標とされた。現状の活用状況、また現場の声、期待される効果等を勘案し機器・ＯＳ・ソフトウエ
ア-の更新を図っていきたい。 
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 番号２７  

事 業 名 小学校体験活動事業 担当グループ 学校教育グループ 
 
１．事業の概要等 

Ａ 学校園教育充実計画 
４ 自己実現と共生を目指す人権教育の推進 
(3) 幼児や児童生徒の自己実現への支援 

教育充実計
画での位置
付け 

④ 児童生徒が将来への夢を持って自己実現を図れるよう、体験活動などの… 
第１節 豊かなこころを育み文化・・・ 第３項 学校教育の充実 総合計画で

の位置付け １．小・中学校教育の充実 ③ 心の教育の充実と生きる力の育成 

事 業 概 要 
 自主性、自立性、社会性等を育成するため、小学５年生全員を対象に４
泊５日の野外活動を実施する。  

 
２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 １９年度 ２０年度 ２１年度 
決  算  額 ６，５６７ ６，２７４ ７，３４６

２１年度の主な歳出節別
内訳 

委託料  ７，３２８ 
 

 
３．活動指標 
①自然学校 

 １９年度 ２０年度 ２１年度 

参加者数 ３６７人 ３３５人 ３７４人

 
４．成果指標等 

 
 

事業の成果等につ
いて 

 自然体験、集団活動をすることによって、豊かな心やたくましく生き抜
く心が育っている。 
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．評価 

【妥当性】 

兵庫県下の全小学校で継続実施されている事業であり、播磨町でも小学校５年生が例
年実施している。家庭や学校では得難い活動を体験できることは、児童や保護者からも
期待があり、「生きる力」の素地を養うための妥当な事業といえる。 

【有効性】 

自然の中での活動経験が少なくなりつつある現代の子どもたちにとって、自然学校で
の活動は貴重な体験であり、目的とする「生きる力」を育むための有効な事業である。 

【経済性・効率性】 

経済的な施設を利用しており、関わる人材においても自然学校専門指導員を派遣効
率化を図っている。 
 

【その他】        

事業評価 
について 

 

 

 
６．今後の方向性等 

自然学校が恒例行事として定着しているものの活動内容はマンネリ化してきている。そこで、各学校は
児童の実態を捉まえながら、実施時期を早めたり、活動内容の見直しを検討している。平成 2１年度からは
環境体験事業として位置づけられたため、本事業の目的を再確認して、より児童にとって有意義な活動内
容を工夫していくことが大切である。 
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  番号２８ 

事 業 名 
情報通信技術環境整備事業

（小・中・幼） 
担当グループ 学校教育グループ 

 
１．事業の概要等 

Ａ 学校園教育充実計画 
２ 自ら学び自ら考える力を育成する学習指導の充実 
(4) 情報化社会に対応できる情報教育の推進 

教育充実計
画での位置
付け 

② 情報通信ネットワークの活用を図り、発達段階に即して情報リテラシー… 
第１節 豊かなこころを育み文化・・・ 第３項 学校教育の充実 総合計画で

の位置付け １．小・中学校教育の充実 ③ 心の教育の充実と生きる力の育成 

事 業 概 要 

平成 23年 7月のテレビ放送の完全デジタル化に対応するために、アナログテレ
ビをデジタルテレビにし、国の IT 新改革戦略による政府目標の達成に向けて、教
育用及び校務用のパソコン、電子黒板、実物投影機、学習ソフト等の学校の ICT
環境整備を行う。 
 

 
２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 １９年度 ２０年度 ２１年度 
決  算  額 － － ６９，７２１

２１年度の主な歳出節別
内訳 

小学校              幼稚園 
委託料    ８，６７７      備品購入費  １，４６２
備品購入費 ４４，１４７ 

 
中学校 
 委託料    ３，９２４ 
 備品購入費 １１，５１１ 

 
３．活動指標 

 

 
 
４．成果指標等 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

事業の成果等につ
いて 

既存の校務用パソコンと今回の校務用パソコンの合計台数では、校務用パ
ソコンについては、教師 1人について 1台のパソコンが整備され校務の ICT
化が進んだ。また、各教室へ５０インチのデジタルテレビ、教育用パソコ
ンを整備し各教室でモニターとして使用することで、児童の興味関心を向
上させ学習効果が高まった。 
電子黒板を各学校に整備することで、書き込みやタッチパネルによる操作
が簡単にでき、映像を活用したわかりやすい授業づくりの手段が増えた。



 - 61 -

５．評価 

【妥当性】 

 ICT 環境の整備は、国のＩＴ新戦略の政府目標を達成するためにも、また、教職員の校
務の効率化を図り、子どもと向き合う時間を確保するとともに、ICT 機器を活用した授業を
工夫するなかで、児童・生徒の学習意欲を向上させるためにも必要である。 
 

【有効性】 

 電子黒板の活用やパソコンのディスプレイとして５０インチ TV を活用する中で、児童生
徒の学習に対する興味関心・集中力を高めるのに有効である。 
 また、セキュリティーソフトの導入により個人情報の管理ついてもレベルが上がった。 

【経済性・効率性】 

 国の緊急経済対策を活用したために町の支出はなかった。 

【その他】        

事業評価 
について 

 

  

 
６．今後の方向性等 

 各学校園の ICT 環境整備は、ハード・ソフト面で充実し、今後は、各学校園での有効な活用が課題であ
る。教育委員会・各学校園での研修を充実させたい。 
 また、ICT 機器・校内 LAN のトラブル対応についての人的予算措置や、新しいハードウェアー、新しい
OS への更新をする予算確保等の課題はあるが、今後も、ICT 環境整備をさらに充実させたい。 
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 番号２９ 

事業名 理科教育設備整備事業（小・中） 担 当 G 学校教育グループ 
 
 
１．事業の概要等 

Ａ 学校園教育充実計画 
２ 自ら学び自ら考える力を育成する学習指導の充実 
(1) 基礎的・基本的な学力の定着 

教育充実計
画での位置
付け 

① 学習指導要領に示される各教科、道徳、特別活動、総合的な学習の時間・・・

第１節 豊かなこころを育み文化・・・ 第３項 学校教育の充実 総合計画で 
の位置付け １．小・中学校教育の充実 ② 基礎・基本の徹底と個性・創造性・

事業概要 

 新しい学習指導要領において、40 年ぶりに授業時数と指導内容が増え、理科観
察・実験も強化する必要があり、学習指導要領完全実施に備えて理科設備を充実さ
せるとともに、劣化した理科備品を更新する。 
 
 

 
 

２．事業費                               （単位：千円） 
区     分 １９年度 ２０年度 ２１年度 
決  算  額 － － ８，８９３

２１年度の主な歳出節別
内訳 

             
小学校 備品購入費 ６，２９１  
中学校 備品購入費 ２，６０２ 
 

 
３．活動指標 
 １９年度 ２０年度 ２１年度 
小学校 － － ４校 

中学校 － － ２校 
 
 
４．成果指標等 

事業の成果等に
ついて 

新学習指導要領で増加した内容に必要な理科備品の整備が充実しただけでな
く、劣化した理科室の設備を更新することができた。 
理科設備が充実することで、理科教育の質が向上し、児童の理科のへの興味
関心が強まった 
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５．評価 

【妥当性】 

新しい学習指導要領において、40年ぶりに授業時数と指導内容が増え、理科観察・
実験も強化する必要があり、学習指導要領完全実施に備えて理科設備を充実させる
とともに、劣化した理科備品を更新する必要がある。 

【有効性】 

新しく、使いやすい理科備品が整備され、授業での活用もやりやすく、子どもたちの興味
関心を高めることができ、理科教育の充実につながる。 

【経済性・効率性】 

国の緊急経済対策の事業のため町の支出はなく、効果的に理科備品を更新することがっ
できた。 

【その他】        

事業評価 
について 

 

 

 
６．今後の方向性等 

 今後も、適切に理科備品の整備に努める。 
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番号３０ 

事業名 理科おもしろ推進事業 担 当 G 学校教育グループ 
 
 
１． 事業の概要等 

Ａ 学校園教育充実計画 
２ 自ら学び自ら考える力を育成する学習指導の充実 
(1) 基礎的・基本的な学力の定着 

教育充実計
画での位置
付け 

① 学習指導要領に示される各教科、道徳、特別活動、総合的な学習の時間・・・

第１節 豊かなこころを育み文化・・・ 第３項 学校教育の充実 総合計画で 
の位置付け １．小・中学校教育の充実 ③ 心の教育の充実と生きる力の育成 

事業概要 
小学校５，６年生の「理科」の観察・実験等の体験的な学習の時間に、「理科推
進員」や「特別講師」を配置しこれらの人材の支援を受け、授業を行うことにより、
「理科」の授業の充実・活性化を図る。 
 

 
 

２．事業費                               （単位：千円） 
区     分 １９年度 ２０年度 ２１年度 
決  算  額 － － ３，６８０

２１年度の主な歳出節別
内訳 

賃金    ２４０ 
報償費    ８０ 
需用費    ３３ 

 
 
３．活動指標 
授業時数 

 １９年度 ２０年度 ２１年度 

播磨南小学校   ４学級 ２４０ｈ

 
 
４．成果指標等 

事業の成果等に
ついて 

理科推進員を活用した観察・実験の授業を実施することにより、アドバイス、
実験のヒントなどきめ細かく児童に関わり、理科学習への興味関心が高まった。
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５．評価 

【妥当性】 
  平成 23 年度から完全実施される新学習指導要領の主な改正のポイントとして、理数
教育の充実が挙げられていることから、本事業は極めて妥当性の高いものである。 

 

【有効性】 

理科担当教諭と理科推進員の同室複数指導により、理科実験や観察等の授業できめ
細かな指導が展開でき、児童の学習意欲を喚起させ、理科に対する興味・関心を高める
とともに、基礎的基本的な知識理解の定着につながっている。 

【経済性・効率性】 

  県の委託事業のため町の支出はなく、理科推進員の配置と 4 回にわたって特別講師
を派遣することができた。 

【その他】        

事業評価 
について 

 

 

 
６．今後の方向性等 

  平成 21 年度に始まった事業であるが、平成 22 年度はその規模が縮小し、理科推進員の配置回数も
減じなければならなくなった、現在は町内2小学校で本事業を推進している。平成23年度においても、県
委託事業として実施されれば、継続していく予定である。 
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番号３１ 

事 業 名 中学校保健衛生事業 担当グループ 教育総務グループ 
 
１．事業の概要等 

Ａ 学校園教育充実計画 
５ 生涯を支える健康教育の充実 
(1) 生涯にわたる健康の基礎を培う学校保健の充実 

教育充実計
画での位置
付け 

① 幼児や児童生徒一人一人の心身の健康状態について・・・ 
第１節 豊かなこころを育み文化・・・ 第３項 学校教育の充実 総合計画で

の位置付け １．小・中学校教育の充実 ① 生涯学習の基盤となる資質の育成 

事 業 概 要 
 生徒及び教職員を対象に学校保健安全法に基づく健康診断を実施し、健
康の保持及び増進を図る。  

 
２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 １９年度 ２０年度 ２１年度 
決  算  額 ６，５２７ ６，２６０ ６，６７２

２１年度の主な歳出節別
内訳 

報償費      ３，５８４  
需用費        ２５１ 
委託料      ２，６８１ 
使用料及び賃借料   １５３ 

 
３．活動指標 
①各種検診受診状況 

 １９年度 ２０年度 ２１年度 

胸部結核検診 ０人 ０人 ０人

1次検尿 1,016人 1,027人 1,047人
腎臓検診 

2 次検尿 129人 143人 129人

1次検診 1,016人 1,027人 1,047人
糖尿病検診 

2 次検診 1人 1人 ０人

1次検診 371人 351人 368人

2次検診 369人 350人 367人心臓検診 

精密検診 8人 11人 12人

 
４．成果指標等 

 

事業の成果等につ
いて 

学校保健安全法に基づく健康診断の実施により、生徒及び教職員の健康
保持及び増進が図られた。 
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５．評価 

【妥当性】 

学校保健安全法において生徒及び教職員への健康診断の実施の義務が規定されて
いる。 

【有効性】 

生徒及び教職員の健康状態の確認及び早期発見を目指し健康診断を実施すること
は、健康の保持増進を図り、学校教育の円滑な実施とその成果を確保するためには有効
である。 

【経済性・効率性】 

健康診断の委託先は財団法人加古川総合保健センターであり、委託料は一市二町
（加古川市・稲美町・播磨町）同額であることから、適正な単価で実施できている。 

【その他】        

事業評価 
について 

 

 

 
６．今後の方向性等 

当該事業は法律で義務付けられていることから、このまま継続する。 

 



 - 68 -

  番号３２ 

事 業 名 中学校施設維持管理事業 担当グループ 教育総務グループ 
 
１．事業の概要等 

Ａ 学校園教育充実計画 
１ 地域に開かれた特色ある学校園づくりの推進 
(2) ゆとりある学校園の経営 

教育充実計
画での位置
付け 

② 学校園が幼児や児童生徒にとって心の居場所となるよう、・・・ 
第１節 豊かなこころを育み文化・・・ 第３項 学校教育の充実 総合計画で

の位置付け ３．学校教育施設の充実 ① 小・中学校、幼稚園施設の充実 

事 業 概 要 
円滑な学校運営を推進するため、中学校施設の適切な維持管理と学校内

の保全を行う。  

 
２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 １９年度 ２０年度 ２１年度 
決  算  額 １８，８７８ １７，５０８ １４，２８７

２１年度の主な歳出節別
内訳 

需用費   １１，１０２ 
委託料    １，３８０ 
工事請負費    ６７７ 

 
３．活動指標 
①燃料費・光熱水費の推移                        （単位：円） 

 １９年度 ２０年度 ２１年度 

電気料金 6,236,383 6,521,141 6,345,358

水道料金 3,194,080 4,021,130 3,357,220

ガス料金 48,158 83,245 129,552

 
 

４．成果指標等 

 
 
 
 
 

事業の成果等につ
いて 

円滑な学校運営ができたとともに施設の適切な維持管理、学校内の保全
を行うことができた。 
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５．評価 

【妥当性】 

学校教育法の規定に基づき、学校の維持、管理、運営を行う必要がある。 

【有効性】 

各種学校施設の経年化に伴い、適切な意地補修を実施することにより、建物の良好な
維持管理、教育環境の整備、職員の健康保持、耐用年数等の増加等を図ることができる
とともに、将来の経費を節減することができる。 

【経済性・効率性】 

緊急性の高いものから順次、計画的な整備に取り組んでいる。 

【その他】        

事業評価 
について 

 

 

 
６．今後の方向性等 

良好な教育環境及び生徒の安全等を確保するため、引き続き維持補修を実施するとともに、計画的な
学校施設の整備を行うために平成２１年度に実施した専門業者による調査結果に基づき、年次的な整備
計画を策定し、経済的、効率的な整備工事を実施していく。 
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  番号３３ 

事 業 名 中学校運営用備品整備事業 担当グループ 教育総務グループ 
 
１．事業の概要等 

Ａ 学校園教育充実計画 
１ 地域に開かれた特色ある学校園づくりの推進 
(2) ゆとりある学校園の経営 

教育充実計
画での位置
付け 

② 学校園が幼児や児童生徒にとって心の居場所となるよう、・・・ 
第１節 豊かなこころを育み文化・・・ 第３項 学校教育の充実 総合計画で

の位置付け ３．学校教育施設の充実 ① 小・中学校、幼稚園施設の充実 

事 業 概 要 
 中学校運営用備品の整備等を行い、教育内容を充実し、生徒の学習効果
をあげる。  

 
２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 １９年度 ２０年度 ２１年度 
決  算  額 ３，０８１ ２，８９９ ２，７８７

２１年度の主な歳出節別
内訳 備品購入費  ２，７８７   

 
３．活動指標                              （単位：円） 
 １９年度 ２０年度 ２１年度 

備品購入費 3,080,780 2,898,728 2,787,293 
 

４．成果指標等 

 
 
 
 
 

事業の成果等につ
いて 

学校運営に必要な机・椅子等の備品を整備したことで、生徒が良好な環
境のもとに教育が受けられるようになった。 
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５．評価 

【妥当性】 

学校運営を円滑に行うためには印刷機、机、椅子、ロッカー等の備品は必要不可欠で
あり、そのような備品を更新または新規に整備することはより良い教育環境を整備すること
からも妥当である。 

【有効性】 

備品の整備は、優先順位をもって実施しており、必要な場合は備品の状態等も現地で
確認していることから、有効な整備ができている。  

【経済性・効率性】 

学校からの要望を、予算の範囲内で精査し、優先順位を決めて計画的に整備を進め
ている。 

【その他】        

事業評価 
について 

 

 

 
６．今後の方向性等 

 良好な教育環境を整備するためにも、計画的な備品の整備は必要である。 
 少子化等による今後の生徒数の動向を踏まえながら、限られた予算内において、備品によってはリース
の活用や複数校において共同で使用する等により、個々のコスト削減を検討しながら、効率的な整備を進
めていく。 
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 番号３４ 

事 業 名 中学校給食推進事業 担当グループ 教育総務グループ 
 
１．事業の概要等 

Ａ 学校園教育充実計画 
 ５ 生涯を支える健康教育の充実 
(１) 生涯にわたる健康の基礎を培う学校保健の充実 

教育充実計
画での位置
付け 

③ 播磨町教育委員会が定めた「播磨町立中学校給食に関する基本的な・・・ 
第１節 豊かなこころを育み文化・・・ 第３項 学校教育の充実 総合計画で

の位置付け １．小・中学校教育の充実 ① 生涯学習の基盤となる資質の育成 

事 業 概 要 
中学校給食の実施に向けて、実施計画を策定するとともに施設整備等の基本計画
を作成する。 

 
２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 １９年度 ２０年度 ２１年度 
決  算  額 － － １，７１２

２１年度の主な歳出節別
内訳 

報酬    ２３８ 
旅費     ６５ 
委託料 １，４０９ 

 
３．活動指標 
 組  織 委員会開催状況 

中学校給食実施計画検討
委員会 

中学校校長     ２人 
小学校校長     １人 
小学校教頭     １人 
中学校ＰＴＡ役員  ２人 
小学校ＰＴＡ役員  ４人 
中学校教諭     ２人 
小学校教諭     ２人 
公募委員      ２人 
 計       １６人 

４回開催 
 （9/16、10/21、11/18、12/16）
先進地視察 
 （11/6 加古川市立志方中学校）

基本設計業務 ２校  
 
 
４．成果指標等 

 
 
 
 
 

事業の成果等につ
いて 

中学校給食の実施に向けての実施計画書が策定できたとともに施設整備
における基本的な計画が作成できた。 
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５．評価 

【妥当性】 

中学校給食を実施するうえでの基本的な方針を策定することは重要であり、また配膳
室等の施設整備を推進するためには専門業者による基本計画書を作成は必要である。 

【有効性】 

中学校給食の実施に向けての実施計画書が策定できたとともに両中学校におけ
る施設整備の基本的な計画が作成できた。 

【経済性・効率性】 

実施計画検討委員会は必要最小限で開催され、委員会の経費である報酬額は「特別
職に属する非常勤の職員の報酬及び費用弁償に関する条例」で規定されていることか
ら、妥当であると考る。また、基本設計業務の発注は郵便入札によって実施されている。 

【その他】        

事業評価 
について 

 

 

 
６．今後の方向性等 

ハード面では配膳室等の施設整備について、基本設計に続き、早期に実施設計を作成し、整備工事を
発注する必要がある。 
また、ソフト面では実施計画検討委員会が策定した「実施計画書」に基づく給食調理及び配送等の業
務を委託する業者を選定し、実施に向けた各種準備を着実に進行させていく必要がある。 
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番号３５ 

事 業 名 中学校就学援助事業 担当グループ 教育総務グループ 
 
１．事業の概要等 

Ａ 学校園教育充実計画 
１ 地域に開かれた特色ある学校園づくりの推進 
(2) ゆとりある学校園の経営 

教育充実計
画での位置
付け 

② 学校園が幼児や児童生徒にとって心の居場所となるよう、・・・ 
第１節 豊かなこころを育み文化・・・ 第３項 学校教育の充実 総合計画で

の位置付け １．小・中学校教育の充実 ① 生涯学習の基盤となる資質の育成 

事 業 概 要 
心身ともに健全な生徒の育成を図るため、経済的理由により就学が困難

な生徒に対し、学用品費、修学旅行費等を補助する。  

 
２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 １９年度 ２０年度 ２１年度 
決  算  額 ７，９８１ ７，７８７ ９，１０６

２１年度の主な歳出節別
内訳 

役務費     １３ 
扶助費  ９，０９３   

 
３．活動指標 
①就学援助支給者 

 １９年度 ２０年度 ２１年度 
播磨中学校 77人 76人 84人

播磨南中学校 82人 82人 94人

合   計 159人 158人 178人
 

４．成果指標等 

 
 
 
 
 

事業の成果等につ
いて 

経済的理由により就学困難な生徒に対して、学用品費等を補助すること
により生徒の就学意欲の増進を図った。 



 - 75 -

５．評価 

【妥当性】 

教育の機会均等の実現を図るため、真に就学援助を必要とする家庭に対して援助を
行い、生徒が安心して学校生活を送ることができるように援助する必要がある。 

【有効性】 

就学援助は、生活保護法に規定する要保護者及びそれに準ずる家庭の保護者にとっ
ては必要な経費であり、安心して学校生活を送るためには有効である。 

【経済性・効率性】 

規則等で定められた基準によって適正に援助している。 

【その他】        

事業評価 
について 

 

 

 
６．今後の方向性等 

 近年、経済的理由等により就学援助を必要とする世帯は増加する傾向にあり、生徒の教育環境を整える
面から考慮すると継続する必要がある。 
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  番号３６ 

事 業 名 「トライやる・ウィーク」事業 担当グループ 学校教育グループ 
 
１．事業の概要等 

Ａ 学校園教育充実計画 
２ 自ら学び自ら考える力を育成する学習指導の充実 
(5) 一人一人の自己実現を目指した進路指導の充実 

教育充実計
画での位置
付け 

② 係活動や委員会活動、「トライやる・ウィーク」など、発達段階に応じて… 
第１節 豊かなこころを育み文化・・・ 第３項 学校教育の充実 総合計画で

の位置付け １．小・中学校教育の充実 ③ 心の教育の充実と生きる力の育成 

事 業 概 要 
 自己を見つめ、自分の生き方を考え、心豊かにたくましく生きる力を育むため、
中学２年生全員を対象に、１週間の体験活動を実施する。 

 
２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 １９年度 ２０年度 ２１年度 
決  算  額 ２，６１７ ２，２００ １，８００

２１年度の主な歳出節別
内訳 

委託料  １，８００ 
 

 
３．活動指標 
①トライやる・ウィーク 

 １９年度 ２０年度 ２１年度 
参加者 ３３４人 ３６８人 ３３３人

協力事業所数 ９５事業所 １００事業所 ９３事業所

 
４．成果指標等 

 
 
 
 
 
 
 

事業の成果等につ
いて 

 協力事業所の確保に若干の課題はあるが、中学生のキャリア教育の重要
な部分を担い、自己を見つめさせるよい機会となった。 
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５．評価 

【妥当性】 

新学習指導要領でも体験活動の重要性は強調されており、この事業の意義は大きい。

【有効性】 

子どもたちの豊かな人間性や社会性を育むために、発達段階に応じて自然体験やボ
ランティア活動などの社会体験活動を行うことは、大変重要である。子どもたちが、自ら学
び、考え、体得する体験活動は今の子どもに対して、正しい職業観、勤労観を育むため
にも有効である。 

【経済性・効率性】 

小学校５年生で実施の自然学校と中学校２年生実施のトライやる活動は、発達段階に
応じた子どもへの体験活動として必要である。 

【その他】        

事業評価 
について 

 

協力事業所の数・職種・生徒受け入れ人数と必ずしも生徒のニーズと合致するとは言
えない。また、昨今の不況下、新規の事業所開発も困難な状況にある。両中学校が相互
に乗り入れる形で実施しているが十分とは言えない。 

 
６．今後の方向性等 

この事業は定着はしているが、播磨町の地域性や独自性を加味するとともに、子どものニーズに十分応
えられるようなプログラムを播磨町トライやる推進協議会や両中学校のトライやる推進委員会で検討してい
く必要がある。 
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  番号３７ 

事 業 名 中学校情報教育運営事業 担当グループ 学校教育グループ 
 
１．事業の概要等 

Ａ 学校園教育充実計画 
２ 自ら学び自ら考える力を育成する学習指導の充実 
(4) 情報化社会に対応できる情報教育の推進 

教育充実計
画での位置
付け 

② 情報通信ネットワークの活用を図り、発達段階に即して情報リテラシー… 
第１節 豊かなこころを育み文化・・・ 第３項 学校教育の充実 総合計画で

の位置付け １．小・中学校教育の充実 ③ 心の教育の充実と生きる力の育成 

事 業 概 要 
 新しい学習指導要領において、今後の我が国の経済発展の牽引力となる情報化を
促進するため子供たちの情報リテラシーの基礎的能力・資質を育成するのが重要で
あるとされている。 
 中学校教育においても知的情報源へのアクセスなど積極的に実践教育を行う。 

 
２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 １９年度 ２０年度 ２１年度 
決  算  額 ４，８４４ ５，０９６ ５，０９６

２１年度の主な歳出節別
内訳 

役務費         ３５８ 
使用料及び賃借料  ４，７３８ 

 
３．活動指標 
①情報教育授業時数 

 １９年度 ２０年度 ２１年度 
播磨中学校 ４８０時間 ５４０時間 ３８０時間

播磨南中学校 ３９０時間 ４２０時間 ４２０時間

※授業時数はパソコン教室を割り当てている時間数である。 
 

４．成果指標等 

 

事業の成果等につ
いて 

 教員のパソコン技術も向上し、教科学習も充実してきた。新学習指導要
領への移行で総合的な学習の時間の減少もあり、今後は、各教科で PC 教
室の利用やその他の ICT活用を推進していく。 
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５．評価 

【妥当性】 

学校における ICT 環境整備は、時代の要請でもあり、また学力向上のため道具として
のパソコン活用は避けては通れないものである。 

【有効性】 

校内 LAN の整備により、どの教室からもサーバーやインターネットにアクセスできる環
境ができ、またすべての学校がホームページを立ち上げ、情報公開できている。 

【経済性・効率性】 

導入に当たって保護者や地域ボランティアの協力を得るなど、経費節減に努めた。ま
た、保守点検料（中 187,500 円／80 台分月額）を随時修理にすることにより、実情に応じ
た大幅な効率化を図っている。 

【その他】        

事業評価 
について 

 

 

 
６．今後の方向性等 

平成18年 7月 26日高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部（IT戦略本部）より「重点計画-2006」
が決定され、2010年度までに教員一人1台のコンピュータ、児童生徒3.6人に 1台の教育用コンピュータ
の整備が目標とされた。現状の活用状況、また現場の声、期待される効果等を勘案し機器・ＯＳ・ソフトウエ
ア-の更新を図っていきたい。 
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番号３８ 

事 業 名 幼稚園保健衛生事業 担当グループ 教育総務グループ 
 
１．事業の概要等 

Ａ 学校園教育充実計画 
５ 生涯を支える健康教育の充実 
(1) 生涯にわたる健康の基礎を培う学校保健の充実 

教育充実計
画での位置
付け 

① 幼児や児童生徒一人一人の心身の健康状態について・・・ 
第１節 豊かなこころを育み文化・・・ 第３項 学校教育の充実 総合計画で

の位置付け １．小・中学校教育の充実 ① 生涯学習の基盤となる資質の育成 

事 業 概 要 
園児及び教職員を対象に学校保健安全法に基づく健康診断を実施し、健

康の保持及び増進を図る。  

 
２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 １９年度 ２０年度 ２１年度 
決  算  額 ４，１２８ ４，０７７ ４，１１９

２１年度の主な歳出節別
内訳 

報償費      ２，９５４ 
需用費        １８６ 
委託料        ９４８ 
使用料及び賃借料    ３１ 

 
３．活動指標 
①幼稚園保健衛生事業  

 １９年度 ２０年度 ２１年度 

1 次検尿 497 人 486 人 449 人
腎臓検診 

2 次検尿 52 人 34 人 61 人

1 次検診 497 人 486 人 449 人
糖尿病検診 

2 次検診 0 人 0 人 0人

ぎょう虫卵検診 499 人 487 人 449 人

 
４．成果指標等 

 
 
 
 
 

事業の成果等につ
いて 

学校保健安全法に基づく健康診断の実施により、園児の健康の保持及び
増進が図られている。 
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５．評価 

【妥当性】 

学校保健安全法において園児及び教職員への健康診断の実施が義務が規定されて
いる。 

【有効性】 

園児及び教職員の健康状態の確認及び早期発見を目指し健康診断を実施すること
は、健康の保持増進を図り、幼稚園教育の円滑な実施とその成果を確保するためには有
効である。 

【経済性・効率性】 

健康診断の委託先は財団法人加古川総合保健センターであり、委託料は一市二町
（加古川市・稲美町・播磨町）同額であることから、適正な単価で実施できている。 

【その他】        

事業評価 
について 

 

 

 
６．今後の方向性等 

当該事業は法律で義務付けられていることから、このまま継続する。 
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  番号３９ 

事 業 名 幼稚園施設維持管理事業 担当グループ 教育総務グループ 
 
１．事業の概要等 

Ａ 学校園教育充実計画 
１ 地域に開かれた特色ある学校園づくりの推進 
(2) ゆとりある学校園の経営 

教育充実計
画での位置
付け 

② 学校園が幼児や児童生徒にとって心の居場所となるよう、・・・ 
第１節 豊かなこころを育み文化・・・ 第３項 学校教育の充実 総合計画で

の位置付け ３．学校教育施設の充実 ① 小・中学校、幼稚園施設の充実 

事 業 概 要 
円滑な幼稚園運営を推進するため、幼稚園施設の適切な維持管理と園内

の保全を行う。  

 
２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 １９年度 ２０年度 ２１年度 
決  算  額 ６，０８３ ６，１５３ ５，２２０

２１年度の主な歳出節別
内訳 

需用費   ３，４２０ 
委託料   １，１０４ 
工事請負費    ７６ 

 
３．活動指標 
①燃料費・光熱水費の推移                        （単位：円） 

 １９年度 ２０年度 ２１年度 

電気料金 1,626,315 1,629,279 1,556,589

水道料金 1,470,780 1,321,240 943,699

ガス料金 313,229 340,141 357,361

 
４．成果指標等 

 
 
 
 
 

事業の成果等につ
いて 

円滑な幼稚園運営の推進が図られたとともに施設の適切な維持管理、園
内の保全を行うことができた。 
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５．評価 

【妥当性】 

学校教育法の規定基づき、園施設の維持、管理、運営を行う必要がある。 

【有効性】 

各種施設の経年化に伴い、適切な維持補修を実施することにより、建物の良好な維持
管理、教育環境の整備、職員の健康維持、耐用年数等の増加を図ることができるととも
に、将来の経費を節減することができる。 

【経済性・効率性】 

緊急性の高いものから順次、計画的に取り組んでいる。 

【その他】        

事業評価 
について 

 

 

 
６．今後の方向性等 

良好な教育環境及び園児の安全等を確保するため、必要な維持補修を年次的に引き続き実施する。 
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  番号４０ 

事 業 名 幼稚園運営用備品整備事業 担当グループ 教育総務グループ 
 
１．事業の概要等 

Ａ 学校園教育充実計画 
１ 地域に開かれた特色ある学校園づくりの推進 
(2) ゆとりある学校園の経営 

教育充実計
画での位置
付け 

② 学校園が幼児や児童生徒にとって心の居場所となるよう、・・・ 
第１節 豊かなこころを育み文化・・・ 第３項 学校教育の充実 総合計画で

の位置付け ３．学校教育施設の充実 ① 小・中学校、幼稚園施設の充実 

事 業 概 要 
幼稚園運営用備品の整備を行い、教育内容を充実し、園児の学習効果を

あげる。  

 
２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 １９年度 ２０年度 ２１年度 
決  算  額 １，２９１ １，２３９ １，３８７

２１年度の主な歳出節別
内訳 備品購入費  １，３８７ 

 
３．活動指標                              （単位：円） 
 １９年度 ２０年度 ２１年度 

備品購入費 1,290,209 1,238,085 1,387,275 
 
４．成果指標等 

 
 
 
 
 

事業の成果等につ
いて 

園運営に必要な各種備品を整備し、幼児が良好な環境のもとに教育が受
けられるようになった。 
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５．評価 

【妥当性】 

幼稚園運営を円滑に行うためには印刷機、机、椅子、ロッカー等の備品は必要不可欠
であり、そのような備品を更新、または新規に整備することはより良い教育環境を整備する
ことからも妥当である。 

【有効性】 

備品の整備は、優先順位をもって実施しており、必要な場合は備品の状態等も現地で
確認していることから、有効な整備ができている。  

【経済性・効率性】 

予算の範囲内で幼稚園からの要望を精査し、優先順位を決めて計画的に整備を進め
ている。 

【その他】        

事業評価 
について 

 

 

 
６．今後の方向性等 

良好な教育環境を維持していくためにも、計画的な備品の整備は必要である。 
少子化等による今後の園児数の動向を踏まえながら、限られた予算内において、備品によってはリース
の活用や複数園において共同で使用する等により、個々のコスト削減を検討しながら、効率的な整備を進
めていく。 
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  番号４１ 

事 業 名 幼稚園遊具整備改修事業 担当グループ 教育総務グループ 
 
１．事業の概要等 

Ａ 学校園教育充実計画 
１ 地域に開かれた特色ある学校園づくりの推進 
(2) ゆとりある学校園の経営 

教育充実計
画での位置
付け 

② 学校園が幼児や児童生徒にとって心の居場所となるよう、・・・ 
第１節 豊かなこころを育み文化・・・ 第３項 学校教育の充実 総合計画で

の位置付け ３．学校教育施設の充実 ① 小・中学校、幼稚園施設の充実 

事 業 概 要 
園児の身体的・精神的・社会的能力などを身につけるために遊具の適切な維持管
理を行う。 
 

 
２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 １９年度 ２０年度 ２１年度 
決  算  額 ４７３ ５１８ ５０２

２１年度の主な歳出節別
内訳 

委託料     ６３ 
工事請負費  ４３９ 

 
３．活動指標 
 １９年度 ２０年度 ２１年度 

改修箇所数 ２箇所 ２箇所 ２箇所
(蓮池・播磨西幼稚園)

 
４．成果指標等 

 
 
 
 
 

事業の成果等につ
いて 

遊具の適切な維持管理を実施したことにより、園児への安全が図られ、
安心して使用できるようになった。 
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５．評価 

【妥当性】 

遊具の安全確保は設置者及び管理者の責務であり、国土交通省の指針に沿って策
定された「遊具の安全に関する基準」に基づいた維持管理が必要である。 

【有効性】 

遊具の適切な維持管理を行うことにより、園児の安全が確保される。 
 

【経済性・効率性】 

国土交通省の指針に沿って策定された「遊具の安全に関する基準」に基づき、点
検・評価を行い、その結果けがや事故の要因になるものを対象に整備を行っている。

【その他】        

事業評価 
について 

 

 

 
６．今後の方向性等 

今後も国土交通省の指針に沿って策定された「遊具の安全に関する基準」に基づいて、社団法人
日本公園施設業協会会員による点検・評価を行ったうえで、けがや事故の起因となるような遊具に
ついて逐次整備を実施していくとともに、必要に応じて更新していく。 
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  番号４２ 

事 業 名 幼稚園建築物耐震対策事業 担当グループ 教育総務グループ 
 
１．事業の概要等 

Ａ 学校園教育充実計画 
１ 地域に開かれた特色ある学校園づくりの推進 
(3) 心やすらぐ安心安全の学校園の環境整備 

教育充実計
画での位置
付け 

③ 安全で安心な場となるよう幼稚園舎の耐震化を進めるとともに・・・ 
第１節 豊かなこころを育み文化・・・ 第３項 学校教育の充実 総合計画で

の位置付け ３．学校教育施設の充実 ① 小・中学校、幼稚園施設の充実 

事 業 概 要 
幼稚園施設の耐震化により、園児の安全確保を図る。  

 

 
２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 １９年度 ２０年度 ２１年度 
決  算  額 ０ ７，０３５ １１８，２０７

２１年度の主な歳出節別
内訳 

委託料     ４，１８３ 
工事請負費 １１４，０２４ 

 
３．活動指標 
 １９年度 ２０年度 ２１年度 
耐震診断棟数 ２棟 
耐震補強設計棟数 ２棟 
耐震補強工事棟数   ２棟

 
４．成果指標等 

 
 
 
 
 

事業の成果等につ
いて 

播磨幼稚園の耐震補強工事が完了し、園児等の安全確保が図られた。 
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５．評価 

【妥当性】 

幼稚園の施設の耐震化は、地震などの災害時に園児等の安全を確保するために不可
欠である。 

【有効性】 

地震などの災害時において、園児等の安全が確保できる、安全・安心な教育環境が整
備できる。 

【経済性・効率性】 

工事を発注する業者については、郵便入札によって選定された。 
 また、事業費については国の交付金対象事業として申請を行い、町の負担の軽減
が図られた。 
 

【その他】        

事業評価 
について 

 

 

 
６．今後の方向性等 

播磨幼稚園及び蓮池幼稚園の耐震化が完了しており、平成２２年度に実施する播磨西幼稚園の改
築工事の完成をもって、幼稚園施設の耐震化は終了する。 
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番号４３ 

事 業 名 播磨西幼稚園改築事業 担当グループ 教育総務グループ 
 
１．事業の概要等 

Ａ 学校園教育充実計画 
１ 地域に開かれた特色ある学校園づくりの推進 
(3) 心やすらぐ安心安全の学校園の環境整備 

教育充実計
画での位置
付け 

③ 安全で安心な場となるよう幼稚園舎の耐震化を進めるとともに・・・ 
第１節 豊かなこころを育み文化・・・ 第３項 学校教育の充実 総合計画で

の位置付け ３．学校教育施設の充実 ① 小・中学校、幼稚園施設の充実 

事 業 概 要 
 建築後３０年以上経過し、耐力度調査の調査においても建替えを必要とする基準
に近い状況であることから、園舎の改築を実施するための設計業務を行う。 

 
２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 １９年度 ２０年度 ２１年度 
決  算  額  ４，９３５

２１年度の主な歳出節別
内訳 

委託料     ４，９３５ 
 

                           
３．活動指標 
町立幼稚園の改修状況 

園名 新築 改築・改修 
建築・改修年 昭和５４年 平成２１年改修（耐震補強） 
構造・規模等 鉄骨造 ２階建  鉄骨造 ２階建  播磨幼稚園 
延べ床面積 ８６２㎡ ８６２㎡ 
建築・改修年 昭和４８年 平成１３年改築 
構造・規模等 鉄骨造 平屋建 木造 平屋建  蓮池幼稚園 
延べ床面積 ５７１㎡ ７５４㎡ 
建築・改修年 昭和５１年 （予定）平成２２年改築 
構造・規模等 鉄骨造 平屋建  （予定）鉄骨造 平屋建 播磨西幼稚園 
延べ床面積 ５８４㎡ （予定）７８６㎡ 

 
４．成果指標等 

 
 

事業の成果等につ
いて 

園舎の改築を実施するための実施設計が作成できたことによって、改築
事業をスムーズに進めることができる。 
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５．評価 

【妥当性】 

建築後３０年以上経過し、耐力度調査の調査においても建替えを必要とする基準
に近い状況であることから、園舎の改築を実施するための設計業務に着手する必要
がある。 

【有効性】 

地震などの災害時において、園児等の安全が確保できる、安全・安心な教育環境が整
備できる。 

【経済性・効率性】 

郵便入札によって適正な価格により発注している。 
 

【その他】        

事業評価 
について 

 

 

 
６．今後の方向性等 

園舎の改築に必要な設計図書が作成できたことにより、平成２２年度に改築工事を行う。 
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番号４４ 

事 業 名 社会教育委員設置事業 担当グループ 生涯学習グループ 
 
１．事業の概要等 

B 生涯学習充実計画 
1  心ふれあうまちづくりの推進 
(1) まちづくり活動の活性化 教育充実計

画での位置
付け ① 地域の課題を地域で解決できるよう、住民の参画と協働による活動を支援す

る。 
 
第１節 豊かなこころを育み文化・・・ 第２項 生涯学習社会の拡充 総合計画で

の位置付け １．生涯学習の推進 ① 推進計画及び体制の整備 

事 業 概 要 
社会教育法に基づき、社会教育に関する諸計画の立案や教育委員会の諮

問に応じて研究調査を行う。また、教育委員会の会議に出席し、社会教育
に関して意見を述べる。  

 
２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 １９年度 ２０年度 ２１年度 
決  算  額 ５１０ ５０９ ４８８

２１年度の主な歳出節別
内訳 

報酬          ３９１   
旅費           ３５ 
需用費          １２ 
負担金補助及び交付金   ４９ 

 
３．活動指標 
①社会教育委員会の活動 

 １９年度 ２０年度 ２１年度 
社会教育委員数  ８人 ８人 ８人

委員会開催回数 ４回 ４回 ５回

 
 

４．成果指標等 

 

事業の成果等につ
いて 

生涯学習推進に向けて、社会教育に関する諸計画の立案や教育委員会の
諮問に応じて調査研究を重ねた。 
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５．評価 

【妥当性】 

人が生涯にわたり学び、それを支援する様々な施策や環境整備は不可欠である。
今後も当委員会で社会教育に関する諸計画の立案などを諮問し、調査研究を重ね
ながら生涯学習を推進する必要がある。 

【有効性】 

講演会、講座等の開催や活動機会を提供することにより、リーダー育成、社会教
育の充実を図ることができる。 
地域に参加することにより人材（リーダー等）の育成につながる。 

【経済性・効率性】 

費用対効果を考え、進めている。 

【その他】        

事業評価 
について 
 

 

 
６．今後の方向性等 

引き続き積極的に委員活動を推進する。 
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番号４５ 

事 業 名 社会教育推進委員設置事業 担当グループ 生涯学習グループ 
 
１．事業の概要等 

B 生涯学習充実計画 
 １ 心ふれあうまちづくりの推進 
(1) まちづくり活動の活性化 

教育充実計
画での位置
付け 

① 地域の課題を地域で解決できるよう、住民の参画と協働による活動を支援・・・

第５節 交流を進め、みんなで協働・・・ 第２項 コミュニティの活性化 総合計画で
の位置付け １．地域活動の活性化 ② コミュニティ活動の活性化 

事 業 概 要 
自治会等における住民の自主的な文化活動やスポーツ、レクリエーショ

ン活動の推進及び各種社会教育事業の連絡調整を行う。  
 

 
２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 １９年度 ２０年度 ２１年度 
決  算  額 １，３２５ １，２５７ １，０３４

２１年度の主な歳出節別
内訳 

報酬     ９６０ 
報償費     ６０ 
役務費     １４ 

 
３．活動指標 
①社会養育推進委員会の活動 

 １９年度 ２０年度 ２１年度 

委員会開催回数  ２回 ２回 ２回

 
４．成果指標等 

 

事業の成果等につ
いて 

各自治会から選出された「社会教育推進委員」は、地域での文化活動や
スポーツ、レクリエーション活動の推進に寄与している。 
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５．評価 

【妥当性】 

各委員は、地域で創意工夫した事業や活動の場を提供し、子どもから高齢者まで、
地域でのスポーツ・文化活動を通して、人づくりの輪を地域で広めている。 

【有効性】 

スポーツ・文化に関する活動機会を提供することにより、地域活動の充実を図る
ことができる。 

【経済性・効率性】 

自治会内や地域のふれあいは大切であり、各種団体との連携も図りながら効率的
に取り組んでいる。 

【その他】        

事業評価 
について 
 

 

 
６．今後の方向性等 

今後も、地域での委員活動を推進する。 
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番号４６ 

事 業 名 派遣社会教育主事設置事業 担当グループ 生涯学習グループ 
 
１．事業の概要等 

B 生涯学習充実計画 
1  心ふれあうまちづくりの推進 
(1) まちづくり活動の活性化 

教育充実計
画での位置
付け 

① 地域の課題を地域で解決できるよう、住民の参画と協働による活動を支援・・・

第１節 豊かなこころを育み文化・・・ 第２項 生涯学習社会の拡充 総合計画で
の位置付け ５．生涯スポーツの推進 ② スポーツ参加の促進 

事 業 概 要 
 県から派遣された社会教育主事を配置し、専門的かつ技術的な助言と指
導により、社会教育の活性化及び充実を図る。  
 

 
２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 １９年度 ２０年度 ２１年度 
決  算  額 １，４０８ １，８３３ １，７７０

２１年度の主な歳出節別
内訳 

報償費  １，７３９   
旅費      ３１ 

 
３．活動指標 
①スポーツクラブの会員数 

項    目 １９年度 ２０年度 ２１年度 
 スポーツクラブ会員数   ４，２３０人 ４，６３２人 ４，４０５人

 
②主なスポーツ行事等の参加者数 

項    目 １９年度 ２０年度 ２１年度 
健康福祉フェア １２，０００人 １３，０００人 １５，０００人

陸上競技記録会 ３９０人 雨天のため中止 １９７人

なわとび大会 ２４５人 ２５０人 ２２２人

ロードレース大会 ７９３人 １，０２９人 １，２９９人

土曜いきいきスポーツ教室 ２，０１９人 １，９４０人 １，６６６人

 
４．成果指標等 

指標の名称 スポーツクラブ参加率 説明 スポーツクラブ会員数／人口 
目標指票 １９年度 ２０年度 ２１年度 備  考 

指
標
1 

指 標 の 
数   値  １２．３％ １３．５％ １０．７  

指標の名称 土曜いきいきスポーツ教
室参加率 説明 スポーツ教室参加者数／小学生児童数 
目標指票 １９年度 ２０年度 ２１年度 備  考 

指
標
２ 指 標 の 

数   値  ９６．７％ ９１．５％ ８１．８  
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５．評価 

【妥当性】 

兵庫県の派遣社会教育主事制度による派遣制度であり、活用すべき制度である。

【有効性】 

兵庫県の派遣社会教育主事制度による派遣制度であり、職員として社会教育主事
を活用できる。 

【経済性・効率性】 

兵庫県の派遣社会教育主事制度による派遣制度であり、給与は県が負担してお
り、町の持出し費用は少なく、コスト縮減が図られている。 

【その他】        

事業評価 
について 
 

 

 
６．今後の方向性等 

この制度を引き続き積極的に活用する。 
社会教育主事資格を取得している者が在職する職場にしか派遣されないので、社会教育主事資格

の取得、派遣社会教育主事となるための講習会受講者を計画的に受講させていく。 
また、受講者講習会の参加者は、教育行政から資格基準に該当する教員に依頼している。 
依頼を受けた教員は自己負担で受講し派遣社会教育主事となっている。 
今後は、社会教育主事資格の取得費用は、個人負担ではなく行政が予算措置すべきものと考えて
いる。 
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番号４７ 

事 業 名 ふれあい活動推進事業 担当グループ 生涯学習グループ 
 
１．事業の概要等 

B 生涯学習充実計画 
1  心ふれあうまちづくりの推進 
(2) 生涯学習関係団体の活動支援 

教育充実計
画での位置
付け ① 播磨町人権・同和教育研究協議会（播同協） 、子ども会育成連絡協議会（子

連協）、女性活動活性化事業推進協議会（女性団体）連合婦人会、体育協会・・・

第１節 豊かなこころを育み文化・・・ 第１項 人間尊重の推進 総合計画で
の位置付け ２．男女共生社会の形成 ③ リーダーの育成 

事 業 概 要 
住民交流を推進するためのリーダー養成、女性活動活性化の推進など

「こころ豊かな兵庫」の実現を目指した実践活動を行い、温かい人間関係
で結ばれた快適で住みよい地域づくりを行う。  

 
２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 １９年度 ２０年度 ２１年度 
決  算  額 ５８０ ５００ ５００

２１年度の主な歳出節別
内訳 

負担金補助及び交付金  ５００ 
（連合婦人会２５０ 女性団体２５０） 

 
３．活動指標 
①女性活動活性化推進協議会構成団体数  

 １９年度 ２０年度 ２１年度 

構成団体数  ８団体 ７団体 ７団体

各種団体構成（連合婦人会・いずみ会・シニアクラブ連合会女性部・消費者協会・日赤十
字奉仕団・更生保護女性会播磨支部・ＪＡ兵庫南播磨支部女性会） 
 

４．成果指標等 

 

事業の成果等につ
いて 

子育て支援、男女共同参画の推進や地球環境保護など女性団体が連携協
力し、温かい人間関係づくり、住みよい地域づくりを推進している。 
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５．評価 

【妥当性】 

明るい住みよいまちづくりには、女性の果たす役割が重要であり、引き続き、女
性活動の活性化が必要である。 

【有効性】 

講演会、講座等の開催や活動機会を提供することにより、社会教育・福祉活動の
充実を図ることができる。 

【経済性・効率性】 

町の行事には、女性活動活性化協議会や婦人会が必ず参加しており、イベントな
どの成果に大きく貢献している。 

【その他】        

事業評価 
について 
 

 

 
６．今後の方向性等 

今後も協働と参画により、女性活動の事業拡大を推進する。 
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番号４８ 

事 業 名 青少年育成事業 担当グループ 生涯学習グループ 
 
１．事業の概要等 

B 生涯学習充実計画 
2 生涯学習基盤の充実 
(2) 青少年の体験活動と成人学習の充実 

教育充実計
画での位置
付け 

① 子連協、女性団体などの自主的活動を支援するとともに、指導者の育成・・・

第１節 豊かなこころを育み文化・・・ 第３項 学校教育の充実 総合計画で
の位置付け ４．青少年健全育成の推進 ① 地域社会での総合的取組み 

事 業 概 要 
青少年の健全育成を図るため、青少年問題協議会の開催や子ども会育成

連絡協議会・青年協会等の青少年団体の育成を行う。  

 
２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 １９年度 ２０年度 ２１年度 
決  算  額 ９３６ １，４０２ １，３７１

２１年度の主な歳出節別
内訳 

報酬            １４５   
役務費             ２ 
負担金補助及び交付金  １，２２４ 

 
３．活動指標 

項  目 １９年度 ２０年度 ２１年度 

青少年問題協議会 ２回 ２回 ２回

 
４．成果指標等 

事業の成果等に
ついて 

子どもたちの見守りや声かけを行う運動を重点におき、学校や地域との連携
も図ることができた。 

 
 
 
青少年問題協議会の構成 
（行政、議会代表、連合自治会代表、社会福祉協議会代表、民生児童委員代表、各学校園
代表、PTA 代表、子ども会代表、女性団体代表、保護司代表、南高校代表等） 
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５．評価 

【妥当性】 

青少年問題協議会の開催や子ども会育成連絡協議会等の青少年団体の育成を行
うことは、青少年の健全育成を図るために必要である。 

【有効性】 

各種団体によるあいさつ運動などを展開し、子どもたちの見守り活動を広めてい
る。 

【経済性・効率性】 

青少年問題の取組は大切であり、各種団体との連携を図りながら効率的に進めて
いる。 

【その他】        

事業評価 
について 

 

大中遺跡まつりの組織に高校生や大学生の参加を募り、若者がふれ合える場を提供
することができた。 

 
６．今後の方向性等 

青少年問題における諸問題は、今後も引き続き、各種団体との連携を図りながら取り組んでいく。
また、町イベントなどに若者が参加できる場を設けていく。 

 
 



 - 102 -

番号４９ 

事 業 名 成人式開催事業 担当グループ 生涯学習グループ 
 
１．事業の概要等 

B 生涯学習充実計画 
2  生涯学習基盤の充実 
(2) 青少年の体験活動と成人学習の充実 

教育充実計
画での位置
付け  

第１節 豊かなこころを育み文化・・・ 第３項 小・中学校教育の充実 総合計画で
の位置付け ４．青少年健全育成の推進 ③ 社会参画などの支援 

事 業 概 要 
成人式の開催。 
新しい時代を担う新成人を祝福し、責任と自覚を促す。 
新成人による実行委員会を組織し、式典の計画・運営を進める。 

 
２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 １９年度 ２０年度 ２１年度 
決  算  額 ５２４ ５４９ ５３４

２１年度の主な歳出節別
内訳 

報償費   ５０   
需用費  ４４８ 
役務費   ３６ 

 
３．活動指標 
①成人式参加者数 21年度 成人式（平成 22年 1月 9日）実施 

 １９年度 ２０年度 ２１年度 

案内数 ３６２人 ３８９人 ３９４人

出席者数 ２８０人 ２９９人 ３０５人

 
４．成果指標等 

指標の名称 成人式参加率 説明 成人式出席者数／成人式対象者数 

目標指票 １９年度 ２０年度 ２１年度 備  考 
指
標
1 指 標 の 

数   値  ７７．３％ ７６．９％ ７７．４％
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５．評価 

【妥当性】 

次代を担う若者の成人を祝う式典として、必要な事業である。 

【有効性】 

新成人が運営し、大人への自覚を促すためには有効な機会である。 
 

【経済性・効率性】 

新成人実行委員の創意工夫により、費用のかからない式典を実施している。 

【その他】        

事業評価 
について 

 

 

 
６．今後の方向性等 

今後も成人式を継続し、新成人自らの自覚・責任において成人式を実施する。 
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番号５０ 

事 業 名 文化行事開催事業 担当グループ 生涯学習グループ 
 
１．事業の概要等 

B 生涯学習充実計画 
3 豊かな文化の創造 
(1) 文化活動の振興 

教育充実計
画での位置
付け 

①美術展、菊花展、文化祭などの文化事業を支援する。 
第１節 豊かなこころを育み文化・・・ 第２項 生涯学習社会の拡充 総合計画で

の位置付け ３．芸術文化の創造 ② 芸術文化環境の充実 

事 業 概 要 
 播磨町美術協会、播磨町菊花会、播磨町文化協会の育成を図るとともに、
美術展、菊花展、町民文化祭等の開催を支援し、住民の芸術文化への関心
を高める。  

 
２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 １９年度 ２０年度 ２１年度 
決  算  額 １，７７４ １，７００ １，９３０

２１年度の主な歳出節別
内訳 負担金補助及び交付金   １，９３０ 

 
３．活動指標 
①美術展出品者数・来館者数 平成 21年 10月 30日～11月 3日 中央公民館にて開催 

 １９年度 ２０年度 ２１年度 
出品者数 １７５人 １６８人 １７９人
出品点数 １７５点 １６８点 １７９点
来館者数 １，１９４人 １，２９７人 １，０３８人

 
②菊花展 平成 21年 10月 28日～11月 9日 役場駐輪場にて開催 

 １９年度 ２０年度 ２１年度 
出品者数 ２２人 ２１人 ２２人
出品点数 １２９点 １４９点 １４５点

③第 27 回 東播磨伝統芸能祭 平成 21年 10月 28日 中央公民館にて開催 
④町民文化祭 平成 21年 11月 7日、8日 中央公民館にて開催 

 １９年度 ２０年度 ２１年度 
出演団体数 ２４団体 ２８団体 ２９団体
来場者数 １，０００人 １，０００人 １，０００人

 
４．成果指標等 

 

事業の成果等につ
いて 

 
 各実行委員会が各展覧会や文化祭の企画運営を行い、創意工夫をしなが
ら実施している。 



 - 105 -

５．評価 

【妥当性】 

住民の芸術文化への関心を高め、芸術文化活動の振興を図る必要がある。 
 

【有効性】 

文化団体の育成支援や美術展、菊花展及び町民文化祭等の開催は、住民の芸術文
化に対する意欲を高め、芸術文化活動の振興に有効である。 

【経済性・効率性】 

各種団体の自主性や工夫により、できるだけ費用のかからない方向で事業展開を
行っている。 
 

【その他】        

事業評価 
について 

 

 

 
６．今後の方向性等 

各種団体の自主活動を支援しながら、住民の芸術文化への関心を高める。 
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番号５１ 

事 業 名 体育レクリエーション推進事業 担当グループ 生涯学習グループ 
 
１．事業の概要等 

B 生涯学習充実計画 
4  生涯スポーツの振興 
(1) 健康・体力づくり事業の振興 

教育充実計
画での位置
付け ① 各種スポーツ大会の開催や団体の自主活動を支援し、ニーズに応じたスポー

ツ・レクリエーション活動の振興を図る。 
第１節 豊かなこころを育み文化・・・ 第２項 生涯学習社会の拡充 総合計画で

の位置付け ５．生涯スポーツ活動の推進 ② スポーツ参加の促進 

事 業 概 要 
 体育指導委員の設置、各種スポーツ・レクリエーション大会や教室の開
催及び社会体育指導者の育成等に努め、スポーツ・レクリエーションの生
活化を推進する。  

 
２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 １９年度 ２０年度 ２１年度 
決  算  額 １１，１２５ １０，９００ １１，００７

２１年度の主な歳出節別
内訳 

報酬       １，０８８ 
報償費        ４４６ 
負担金及び補助金 ８，４６３ 
委託料        ３１０ 

 
３．活動指標 
①参加者数   

 １９年度 ２０年度 ２１年度 
健康フェア １２，０００人 １４，０００人 １５，０００人

町民運動会 ３，３６０人 ３，３６０人 ２，１２０人

ロードレース大会 ７９３人 １，０２９人 １，２９９人

平成 21 年度 健康フェア（H21.4.29 大中遺跡公園 開催）             
ロードレース大会（H22 年 1 月 24 日 総合体育館 開催） 

 
４．成果指標等 

 

事業の成果等につ
いて 

健康増進を図る各種スポーツの場やイベントへの参加者が年々、増加し
ている。 
地域住民が気軽に参加できる健康スポーツなどに取り組むこともでき
た。 
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５．評価 

【妥当性】 

住民の健康づくりや生きがいづくりとともに、住民交流の場として、スポーツ活
動の普及・推進が必要である。 

【有効性】 

各種のスポーツ・レクリエーション行事等を開催することにより、住民の健康づ
くりや仲間づくりが図られている。 

【経済性・効率性】 

体育指導委員やスポーツ団体、ボランティアの参画や協力を得て、各種のスポー
ツ・レクリエーション行事が実施されている。実施内容等も住民ニーズを基に創意
工夫し、経費節減にも努めている。 

【その他】        

事業評価 
について 

 

 

 
６．今後の方向性等 

21 年度のロードレース大会については、スポーツクラブ２１はりまに運営等を移行している。
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番号５２ 

事 業 名 学校開放管理運営事業 担当グループ 生涯学習グループ 
 
１．事業の概要等 

B 生涯学習充実計画 
2  生涯学習基盤の充実 
(1) 生涯学習推進体制の確立 

教育充実計
画での位置
付け ① 高度化・個別化した住民の学習ニーズを把握し、いつでも、どこでも、だれで

も学べる多様な学習機会と場の提供を図る。 
第１節 豊かなこころを育み文化・・・ 第２項 生涯学習社会の拡充 総合計画で

の位置付け ５．生涯スポーツ活動の推進 ① 学校体育施設の利用促進 

事 業 概 要 
 小学校４校、中学校２校等の体育施設を開放し、播磨町在住・在勤者を
対象に住民のふれあい、健康増進、学習の場としての活用を図る。今後も
地域住民のふれあいの場として学校開放を行う。  

 
２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 １９年度 ２０年度 ２１年度 
決  算  額 １，２８０ １，００７ ９７３

２１年度の主な歳出節別
内訳 

報償費  ６００   
需用費  １０９ 
原材料  ２６４ 

 
３．活動指標 
①平成２１年度学校体育施設利用状況 

 
４．成果指標等 

事業の成果等に
ついて 

引き続き、小中学校の体育館やグランドを放課後、子どもの健全育成を目指
した活動や大人の健康づくり、仲間づくりを目的に学校施設を開放していく。

 
 

利用団体数 開放使用日数 
グランド 2団体 198日

播磨小学校 
体育館 6団体 216日
グランド 7団体 118日

蓮池小学校 
体育館 16団体 270日
グランド 1団体 101日

播磨西小学校 
体育館 8団体 253日
グランド 4団体 130日

東はりま特別支援学校 
体育館 1団体 0日
グランド 2団体 87日

播磨南小学校 
体育館 10団体 204日
テニスコート 1団体 99日
体育館 5団体 134日播磨中学校 
武道場 1団体 51日
グランド 0 0
体育館 1団体 88日播磨南中学校 
武道場 4団体 321日

計 ６5団体 ２，２７０日
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５．評価 

【妥当性】 

学校教育に支障のない範囲で、学校施設を社会体育活動や社会教育活動に使用す
ることは、学校教育法に規定されており妥当である。 

【有効性】 

地域住民のスポーツ活動やふれあい活動の場として利用され、健康づくりや仲間
づくりに役立っている。 

【経済性・効率性】 

指定管理者による経済的かつ効率的な管理運営が行われている。 

【その他】        

事業評価 
について 

 

 

 
６．今後の方向性等 

引き続き、子どもの健全育成を目指したスポーツ活動や地域住民の健康づくりの場として推進す
る。 
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番号５３ 

事 業 名 大中遺跡まつり事業 担当グループ 生涯学習グループ 
 
１．事業の概要等 

Ｂ 生涯学習充実計画 
３ 豊かな文化の創造 
(2) 郷土文化の理解と活用 

教育充実計
画での位置
付け 

③ 県立考古博物館との連携を深め、大中遺跡まつりなどのイベントや体験・・・

第５節 交流を進めみんなで協働・・・ 第３項 まちづくりへの住民参加・・・総合計画で
の位置付け ２．地域の特色づくり ② まちの活性化イベントの充実 

事 業 概 要 
 大中遺跡を舞台にした特色ある祭りを行い、郷土の文化財に対する理解
と愛着を育て豊かな文化の創造を図る。  

 
２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 １９年度 ２０年度 ２１年度 
決  算  額 ３，７００ ３，７００ ３，７００

２１年度の主な歳出節別
内訳 負担金補助及び交付金  ３，７００ 

 
３．活動指標 
①参加者数 

 １９年度 ２０年度 ２１年度 

協力団体数 ２０団体 １９団体 ２１団体

参加者数 １５，０００人 １５，０００人 ２０，０００人

 大中遺跡まつり（H21.11.7大中遺跡公園にて実施） 
構成 まつり実行委員会約 36名  
 関係団体（播磨南高校、兵庫大学、連合婦人会、シニアクラブ連合会、学校園、ことぶき大

学、大中遺跡支援会、いずみ会、播磨町漁業組合、播磨町商工会、漁業組合、ボランテイア

等）約 600人参加 
 県立考古博物館が、「考古博古代体験・秋まつり」を同時開催 
 
４．成果指標等 

事業の成果等に
ついて 

若い世代の参画による組織の改編や県立考古博物館等との連携により、協力
団体や参加者数が増加した。 
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５．評価 

【妥当性】 

歴史的資産である大中遺跡を活用した特色あるイベントであり、町の代表的なイ
ベントとして定着し、毎年多くの参加者がある。 

【有効性】 

来場者 20,000 人となり、住民に親しまれ喜ばれている。 
また、実行委員会方式の運営は、住民主導のまつりに成りつつある。 

【経済性・効率性】 

実行委員会を中心に各種団体をはじめ、地域の中・高校生や大学生など多数のボ
ランティアの参画によって運営が行われている。 

【その他】        

事業評価 
について 

 

学校園関係者のボランティアによる「子ども古代生活体験」は、人気が高く、有意義な
催しとして定着している。 

 
６．今後の方向性等 

今後は、夏まつりとの運営・統合も大きな課題として協議し、播磨町独自のまつりとして充実・
発展させていく。また、大中遺跡まつりを町のホームペジ等で全国に情報発信していく。 
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番号５４ 

事 業 名 地域スポーツクラブ支援事業 担当グループ 生涯学習グループ 
 
１．事業の概要等 

B 生涯学習充実計画 
4  生涯スポーツの振興 
(2) 総合型地域スポーツクラブの支援  

教育充実計
画での位置
付け ① いつでも、どこでも、だれでもスポーツに親しめるよう、総合型地域スポーツ

クラブの自発的・主体的なスポーツ活動を支援する。 
第１節 豊かなこころを育み文化・・・ 第２項 生涯学習社会の拡充 総合計画で

の位置付け ５．生涯スポーツ活動の推進 ③ 総合型地域スポーツクラブの育成 

事 業 概 要 
「青少年の健全育成」・「健康の増進、体力の向上」・「豊かなコミュニィティづく
り」を目的とした総合型地域スポーツクラブの育成を図る。 

 
２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 １９年度 ２０年度 ２１年度 
決  算  額 ３，３００ １，３００ １，３００

２１年度の主な歳出節別
内訳 負担金補助及び交付金  １，３００ 

 
３．活動指標 
①「スポーツクラブ２１はりま」会員数  

 １９年度 ２０年度 ２１年度 
会員数 ４，２３０人 ４，６３４人 ４，４０５人

男性     ２，７３９人    ２，８７０人     ２，８０８人
 

女性     １，４９１人    １，７６４人     １，５９７人

   
会員種目 ソフト・硬式テニス、少年・硬式・少年軟式・還暦野球、サッカー、
ジュニアー・家庭・9人制バレーボール、ハンドボール、バスケットボール、バ
トミントン、卓球、剣道、ゴルフ・グラウンドゴルフ、空手道、少林寺拳法等、
ソフトボール 

 
４．成果指標等 

 

事業の成果等につ
いて 

少子高齢化の中、子どもスポーツ教室や初心者スポーツ教室等の開催に
より、小学生や主婦層を中心にスポーツ参加が増えている。 
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５．評価 

【妥当性】 

健康や体力づくりに、スポーツの果たす役割は大きく、誰もが生涯にわたって、
スポーツを楽しむことができる地域スポーツクラブを支援することは、生涯スポー
ツの振興に必要である。 

【有効性】 

いつでも、どこでも、誰でも、気軽に参加できるのが地域スポーツクラブであり、
楽しみながらの健康づくりやスポーツの底辺拡大に貢献している。 
 

【経済性・効率性】 

地域スポーツクラブは、本町スポーツ施設等の指定管理者として、自主運営に努
めるとともに、施設の有効利用を促進させている。 

【その他】   

事業評価 
について 

 

 

 
６．今後の方向性等 

スポーツ施設の充実と事業拡大を推進する。 
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番号５５ 

事 業 名 放課後子どもプラン事業 担当グループ 生涯学習グループ 
 
１．事業の概要等 

Ｂ 生涯学習充実計画 
２ 生涯学習基盤の充実 
(3) 家庭と地域社会の教育力の向上 

教育充実計
画での位置
付け ④ 地域社会の中で、放課後に子どもたちの安全で健やかな居場所づくりを提供す

るため、小学校の体育館やグランドなどを利用し、子どもの健全育成を支援・・・

第 1節豊かなこころ育み文化を創造する 第 3項 学校教育の充実 総合計画で
の位置付け 4. 青少年健全育成の推進 ② 地域社会での総合取組み 

事 業 概 要 
 地域社会の中で、放課後に子どもたちの安全で健やかな居場所を確保するため
に、地域住民との交流活動等の取組みとして「子ども教室型 放課後対策事業」を
実施する。 

 
２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 １９年度 ２０年度 ２１年度 
決  算  額 ９８４ １，０３１ ９２１

２１年度の主な歳出節別
内訳 

報酬   ３５７   
報償費  ３１７ 
役務費  １６４ 

 
３．活動指標 
①「放課後子どもプラン」の参加者数 

 １９年度 ２０年度 ２１年度 

参加者数（年間延べ人数） 670人 1,066人 706人
Ｈ2１年度 対象小学校４校 対象児童 3年生 292人中 65人の参加  
 

４．成果指標等 

指標の名称 参加者数（延べ人数） 説明 
放課後に小学校施設等において、地域の方々
の参画によるスポーツ・文化など地域住民との
交流活動を年間４０日行う。 

目標指票 １９年度 ２０年度 ２１年度 備  考 
指
標 

指 標 の 
数   値  670人 1,066人 706人  
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５．評価 

【妥当性】 

平成１９年度から文部科学省の補助事業として、全国の市町村で実施されている
事業である。 

【有効性】 

放課後に安全・安心な子どもの活動拠点を設け、地域の方々の参画を得て、様々
な体験活動や交流活動を行うことにより、地域全体で子どもたちを見守り、育てる
環境づくりが推進できる。 

【経済性・効率性】 

多くのボランティアに支えられており、効率的に実施し、子どもの居場所が提供
することができた。 

【その他】        

事業評価 
について 

 

全小学校を対象に実施した。 

 
６．今後の方向性等 

運営委員会で活用目標等について話し合い、指導者の共通理解を図る。 
子どもや保護者のニーズを把握するとともに、各社会教育施設や学童保育との連携を図る。 
平成 22 年度も引き続き、全小学校対象に実施する。 
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番号５６ 

事業名 家庭教育啓発事業 担 当 G 学校教育グループ 
 
 
１． 事業の概要等 

B 生涯学習充実計画 
2 生涯学習基盤の充実 
(3) 家庭と地域社会の教育力の向上 

教育充実計
画での位置
付け 

③ 家庭教育の充実を図るため、・・・・家庭教育啓発資料を発行する。 
第１節 豊かなこころを育み文化・・・ 第３項 学校教育の充実 総合計画で 

の位置付け ４．青少年健全育成の推進 ① 家庭の教育力向上 

事業概要 
 家庭や地域の教育力を高め、青少年の健全育成を図るため、保育園児・
幼稚園児・小学生及び中学生の保護者を対象に、家庭教育学級の開催や家
庭教育啓発資料を発行する。  

 
 

２．事業費                               （単位：千円） 
区     分 １９年度 ２０年度 ２１年度 
決  算  額 ９９７ ２３４ ２６６

２１年度の主な歳出節別
内訳 

報償費   ５０  
需用費  ２１６ 

 
３．活動指標 
①家庭教育学級数 
 １９年度 ２０年度 ２１年度 

学級開設数 １３学級 ３学級 3学級

 
②教育講演会 
 １９年度 ２０年度 ２１年度 

参加人数 １２６名 １８６名

 
 
４．成果指標等 

事業の成果等に
ついて 

特色ある学校の取り組みを強化し、家庭の教育力向上に努めている。講演会及
び家庭教育啓発資料の発行で、家庭教育の啓発を図っている。 
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５．評価 

【妥当性】 

家庭での教育力が低下していることが問題になってきているため、このような事
業で家庭の教育力を向上させる取組が必要である。 

【有効性】 

家庭教育啓発資料を配布し、教育講演会を開催することで、家庭教育に対する意
識を高める機会となっている。 

【経済性・効率性】 

家庭教育啓発資料は、各保育園、幼稚園、小学校、中学校の職員が編集委員とな
り、保護者の実態に応じた資料作成ができている。 

【その他】        

事業評価 
について 

 

 

 
６．今後の方向性等 

学校・地域・家庭の連携で子ども達の教育を考える上で、家庭の教育力を向上させることは不可
欠である。今後も講演会及び啓発資料作成を中心に、引き続きこの事業を行う。 
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番号５７ 

事業名 日本語検定補助事業 担 当 G 学校教育グループ 
 
 
１．事業の概要等 

B 生涯学習充実計画 
2 生涯学習基盤の充実 
(3) 家庭と地域社会の教育力の向上 

教育充実計
画での位置
付け 

① 家庭を対象とした学習機会と場の提供、親子共同体験などを支援する。 
第１節 豊かなこころを育み文化・・・ 第 2項 生涯学習の拡充 総合計画で 

の位置付け １．生涯学習の推進 ② 学習機会の拡充 

事業概要 
小中学生及び一般町民を対象として、国語力を高め、知の循環型社会の構築を目指
す。 
 

 
 

２．事業費                               （単位：千円） 
区     分 １９年度 ２０年度 ２１年度 
決  算  額 － － １７５

２１年度の主な歳出節別
内訳 

需用費     ５８  
負担金補助  １１７ 

 
 

３．活動指標 
①受検者数 

 １９年度 ２０年度 ２１年度 

年間 2回の受検者数合計 139名 
（内 町外在住者 1名）

 
 
４．成果指標等 

事業の成果等に
ついて 

 受検料を補助することで、小学生・中学生の受検者が増え、それと共に小・
中学生をもつ保護者の受検も増えてきた。また、この受検をきっかけに国語に
対する関心が高まってきた。 
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５．評価 

【妥当性】 

小学校・中学校の指導要領に国語に対する認識を深める目標が明記されている。
学校教育のみではなく、生涯学習として国語に取り組める機会である。 

【有効性】 

小学生・中学生が受検することにより、保護者も日本語に対する意識が変化し、
受検者が増えてきている。 

【経済性・効率性】 

補助金制度にすることで、受検しやすくなり、播磨町一般住民の日本語への関心
が深まり、効果的である。 

【その他】        

事業評価 
について 

 

 

 
６．今後の方向性等 

日本語検定認定に向けて、チャレンジ教室を行うなどの取組を行い、補助金制度終了（H23 年度）
まで引き続き、各コミセン・中学校等を会場とした受検を行っていく。 
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番号５８ 

事 業 名 公民館管理運営事業 担当グループ 生涯学習グループ 
 
１．事業の概要等 

B  生涯学習充実計画  
６ 施設の特色を生かした機能の充実・活用 
(1) 中央公民館充実計画 

教育充実計
画での位置
付け  

第１節 豊かなこころを育み文化・・・ 第２項 生涯学習社会の拡充 総合計画で
の位置付け ２．文化施設の充実 ① 中央公民館の充実 

事 業 概 要 
 住民の交流と生涯学習の場の提供並びに、住民が主体的に学習するため
の教室・講座の開講に必要な事業を行う。  

 
２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 １９年度 ２０年度 ２１年度 
決  算  額 ３７，９３３ ３５，９７１ ３７，２６１

２１年度の主な歳出節別
内訳 

需用費     ８９４   
役務費      ８６ 
委託料  ３６，２８１ 

 
３．活動指標 
①公民館利用状況 

平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度 

 

前年度の比較

 

 
 利用件数（件） 4,329 件 4,568 件 5.063 件 110.84％

 
 利用総数（人） 105,505 人 113,206 人 118.199 人 104.41％

 
４．成果指標等 
 子どもから高齢者までの憩える場として中央ロビーに机と椅子を設置し、施設利用者の有効活用
に努めた。 
また、高齢者学習事業でもある「ことぶき大学」については、高齢者の地域リーダーの更なる充
実を目指した。 
 



 - 121 -

５．評価 

【妥当性】 

住民の自主的学習や文化活動の中核的拠点として設けた社会教育施設であり、施
設設置者として、適切な管理運営を行わなければならない。 

【有効性】 

本町における学習・文化活動等の拠点である中央公民館の快適性や利便性を高め
るなど、施設の適切な管理運営を行うことにより、各種文化活動等の充実が期待で
きる。 

【経済性・効率性】 

指定管理者制度による民間事業者の事業展開により、サービスの向上が図られて
いる。 

【その他】        

事業評価 
について 

 

平成２２年度より中央公民館のホームページに予約状況を表示して、利便性を高
めていく。 

 
６．今後の方向性等 

指定管理者による民間事業者（NPO 法人）の能力を活用し施設機能の向上を期待する。 
平成 22 年度のことぶき大学については、2年制から 3年制に拡充する。 
今後は、住民利用者の要望や意見を取り入れるために、アンケート調査など実施し、施設の有効
活用を図る。 
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番号５９ 

事 業 名 
コミュニティセンター   

管理運営事業 
担当グループ 生涯学習グループ 

 
１．事業の概要等 

B  生涯学習充実計画  
6  施設の特色を生かした機能の充実・活用 
(2) コミユニテイセンター充実計画 

教育充実計
画での位置
付け ④指定管理者制度を導入し、住民サービスの向上に努めるとともに、コミユニテイ

センターを地域交流の拠点としての提供を図る。 
第５節 交流を進めみんなで協働・・・ 第２項 コミュニティの活性化 総合計画で

の位置付け １．地域活動の活性化 ① コミュニティセンターの充実・強化

事 業 概 要 
 地域活動の活性化を図るため、その活動拠点であるコミュニティセンターの管理
運営を行う。 

 
２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 １９年度 ２０年度 ２１年度 
決  算  額 ４６，１５５ ４８，４６５ ４７，６４３

２１年度の主な歳出節別
内訳 

需用費            ９２５     
委託料         ４３，１８１ 
負担金補助及び交付金   ３，３４４ 

 
３．活動指標 
①利用者数 

 １９年度 ２０年度 ２１年度 

東部コミセン ９，５９３人 ５，９２３人 ６，８３３

西部コミセン １７，２５３人 １８，７１５人 ２２，５０８

野添コミセン ３９，４３１人 ４４，４２７人 ４７，２５１

南部コミセン ３４，３３２人 ２６，２１３人 ２６，９１１

計 １００，６０９人 ９５，２７８人 １０３，５０３

 
４．成果指標等 

事業の成果等に
ついて 

それぞれのコミュニティ委員会において、町との連携を図りながら自主的な
事業計画を立案し実施している。 
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５．評価 

【妥当性】 

地域のコミュニティづくりを推進するため、地域活動の拠点として設けた社会教
育施設であり、施設設置者として、適切な管理運営を行わなければならない。 

【有効性】 

地域活動の拠点であるコミュニティセンターの快適性や利便性を高めるなど、施
設の適切な管理運営を行うことにより、地域活動の更なる活性化が期待できる。 

【経済性・効率性】 

指定管理者制度による民間事業者の事業展開により、特色ある地域づくりが効果
的に行われている。 

【その他】        

事業評価 
について 

 

 

 
６．今後の方向性等 

各コミセン施設の維持補修・改修計画を見直し、安全管理に努める。 
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番号６０ 

事 業 名 人権教育啓発事業 担当グループ 生涯学習グループ 
 
１．事業の概要等 

B 生涯学習充実計画 
5 人権文化の創造と共生社会をめざす人権教育及び啓発の推進 
(2) 人権文化を育む地域づくりの推進 

教育充実計
画での位置
付け ①②各自治会においては、地域の人権文化構築に向けて「いきいきフォーラム」や

「人権尊重の地域づくり事業」の主体的な自治会活動ができるよう支援する。 
第１節 豊かなこころを育み文化を・・ 第１項 人間尊重の推進 総合計画で

の位置付け １．人権・平和教育の推進 ② 学習活動・機会の充実 

事 業 概 要 
①地域住民のあらゆる層にわたって、人権尊重の精神を徹底し、部落差別をはじめ、
あらゆる差別の解消に向けて主体的に取り組む人間の育成を図る。 
②いきいきフォーラムの実施、各種資料の製作・貸出、講演会、研修会、交流会な
ど、多彩な実践活動を通じて人権尊重の精神の徹底を図る。 

 
２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 １９年度 ２０年度 ２１年度 
決  算  額 ７，００３ ８，０１７ ７，８５３

２１年度の主な歳出節別
内訳 

報酬          １，２３３ 
需用費         ２，４１８ 
負担金補助及び交付金  １，７６４ 

 
３．活動指標 
①「共に生きよう ふれあいのまち」映画会・「心ふれあう 町民のつどい」講演会参加者数 

 １９年度 ２０年度 ２１年度 
 映 画 会（２回上映） ６００人 ５００人 ４５０人
 講 演 会 ３５０人 ４００人 ２５０人

②コミセンのつどい参加者数 
 １９年度 ２０年度 ２１年度 
 東部コミセンのつどい ６３人 ６３人 ６３人
 南部コミセンのつどい ３６人 ６８人 ４０人
 野添コミセンのつどい １１４人 ５５人 １００人
 西部コミセンのつどい ３３人 ５６人 ４０人

③人権啓発カレンダー・人権教育のすすめ 
 ・人権啓発資料編集委員会（７名）   年１０回開催 
 ・人権啓発カレンダー  例年１１月２４日に全戸配布 
 ・人権教育のすすめ   例年 ４月２４日に全戸配布 
 
４．成果指標等 

 

事業の成果等につ
いて 

・人権啓発カレンダーは、本町の風景や施設を掲載してより身近なものに
するとともに、人権標語やふれあい写真、心温まるコメントなどを掲載
し、ふれあいを一歩進めるものとなった。 
・人権教育のすすめは、一人一人が日常生活の中で人権を身近なものとし
て捉え、積極的なかかわりを持つことで住みよいまちづくりにつながる
ようにした。 
・人権尊重の地域づくり事業は、地域の人権文化の定着に向け、積極的に
人権課題を解決するための取組を行った。 
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５．評価 

【妥当性】 

人権尊重「共に生きよう ふれあいのまち」宣言に則り、暮らしにぬくもりがか
よいあう明るいまちづくりを推進する必要がある。 

【有効性】 

よりよい人間関係づくりを目的とした学習機会の提供や啓発資料の配布、リーダ
ー養成講座等を通じて、人権意識が高まり、人権尊重のまちづくりへの参画・協働
への基盤が培われる。 

【経済性・効率性】 

創意工夫することにより各事業の経費縮減に努めた。 

【その他】        

事業評価 
について 
 

 

 
６．今後の方向性等 

引き続き、８月の「人権文化をすすめる町民運動推進強調月間」と１２月の「人権週間」におけ
る全町的な取組や、地域における「いきいきフォーラム」や交流会等を実施する。 
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番号６１ 

事 業 名 人権教育研究事業 担当グループ 生涯学習グループ 
 
１．事業の概要等 

B 生涯学習充実計画 
5 人権文化の創造と共生社会をめざす人権教育及び啓発の推進 
(１)人権的課題に即した人権教育及び啓発の推進 

教育充実計
画での位置
付け ①～③障がい者、高齢者、子ども、インターネット人権侵害、女性，ＨＩＶ感染者、

同和問題など様々な人権課題を明確化するとともに、地域の実情や住民の意識・・

第１節 豊かなこころを育み文化を・・ 第１項 人間尊重の推進 総合計画で
の位置付け １．人権・平和教育の推進 ② 学習活動・機会の充実 

事 業 概 要 
①人権教育における推進・啓発方法、学習内容、評価等について協議研究する。 
②播磨町人権教育基本方針の趣旨を達成するための、より効果的な推進方法の工
夫、学習内容の系統化、適切な評価を行う。 

 
 

２．事業費                               （単位：千円） 
区     分 １９年度 ２０年度 ２１年度 
決  算  額 ４，４４０ ４，１８０ ４，０５６

２１年度の主な歳出節別
内訳 

報酬              ３４ 
委託料            ６００ 
負担金補助及び交付金   ３，４２２ 

 
３．活動指標 
①「播磨町人権・同和教育研究協議会」総会・研究大会参加者数（概数） 

 １９年度 ２０年度 ２１年度 
 総  会（幹事） １２０人 １３０人 １３０人
 研究大会 ４００人 ５００人 ５００人

 
②「播磨町人権・同和教育研究協議会」理事会・研修会等の回数 

 １９年度 ２０年度 ２１年度 
 常任理事会 ３回 ３回 ３回
 理事会 ３回 ３回 ３回
 理事研修 １回 １回 １回
 機関紙発行委員会 ４回 ３回 4回
※各推進委員会では、年間３～５回程度研修会を実施 
 
③人権教育推進懇談会 
 ・人権教育推進懇談会   
 ・人権教育及び啓発のあり方について意見交換 
 
４．成果指標等 

 

事業の成果等につ
いて 

兵人教や東人教の動向を踏まえ、播同協が積極的に事業を実施し、「いき
いきフォーラム」を支援するなど主体的な運営が行われた。 
 



 - 127 -

 
５．評価 

【妥当性】 

播磨町人権教育基本方針に則り、あらゆる場を通して人権教育・啓発活動が必要
である。 

【有効性】 

推進母体となる播磨町人権・同和教育研究協議会の役割が明確にできる。 

【経済性・効率性】 

創意工夫することにより各事業の経費縮減に努めた。 
播磨町人権・同和教育研究協議会の理解を得て経費削減に努めた。 

【その他】        

事業評価 
について 

 

播磨町人権教育基本方針の改定（２１年１０月） 

 
６．今後の方向性等 

播磨町人権・同和教育研究協議会と連携し、住民主体による人権尊重のまちづくりを推進する。
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番号６２ 

事 業 名 文化財保護啓発事業 担当グループ 生涯学習グループ 
 
１．事業の概要等 

Ｂ 生涯学習充実計画 
３ 豊かな文化の創造 
(2) 郷土文化の理解と活用 

教育充実計
画での位置
付け 

① 文化財の調査研究及び保護と活用を図る。 

第１節 豊かなこころを育み文化・・・ 第４項 歴史的資産の保全と活用 総合計画で
の位置付け １．歴史的資産の保全と活用 ② 文化財保護・愛護意識の啓発 

事 業 概 要 
 大中遺跡・愛宕塚古墳等の町内文化財の管理及び保護啓発を行い、文化財への関
心と保護意識の高揚を図る。 

 
２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 １９年度 ２０年度 ２１年度 
決  算  額 ４９６ ３７６ ４５８

２１年度の主な歳出節別
内訳 

需用費             ７   
委託料          ２８７ 
負担金補助及び交付金   １６４ 

 
３．活動指標 
①国指定文化財 

区 分 名  称 数 指定年月日 所 在 地 所有者（管理者） 

史 跡 大中遺跡 １ S42.6.22 大中１丁目 兵庫県 

②県指定文化財 

区 分 名  称 数 指定年月日 所 在 地 所有者（管理者） 

史 跡 愛宕塚古墳 １ S57.3.26 北野添２丁目１ 野添村財産区 

有形文化財 阿閇神社本殿 ４社 H3.3.10 本荘 4丁目 11-21 阿閇神社 

③播磨町指定文化財 

区 分 名  称 数 指定年月日 所 在 地 所有者（管理者） 

有形文化財 石造宝篋印塔 １基 S57.3.10 大中 2丁目 6-12 善福寺 

〃 木造薬師如来座像 １躯 S57.3.10 古宮 816 古宮薬師堂 

民俗文化財 古宮獅子舞 １ S57.3.10 古宮 古宮獅子保存会 

有形文化財 釈迦十六善神像 １ H 5.9.14 上野添 2丁目 1-1 圓満寺 

〃 蓮花寺礼盤 １基 H10.3.11 北本荘7丁目1-33 蓮花寺 

〃 内行花文鏡片 １片 H10.3.11 大中１丁目 1-2 町教育委員会 
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〃 御月見日記 ３冊 H10.3.11 大中１丁目 1-2 町教育委員会 

〃 
ガラス板写真(ヒコと
ヴァンリード) 

１枚 H11.10.13 大中１丁目 1-2 町教育委員会 

〃 版木「理趣経」等 ５枚 H12.4.12 西野添3丁目8-16 無量壽院 

天然記念物 
二子住吉神社クスノ
キ 

１本 H12.5.10 二子１ 二子住吉神社 

〃 播磨小学校クスノキ １本 H12.5.10 宮北 1丁目 3-10 播磨町 

史 跡 
播州加古郡新井記略
石碑新井関係文書２
巻 

１基 H17.8.10 古宮 243-9 新井水利組合連合会

史 跡 
ジョセフ・ヒコによる
両親と家族の墓 

１基 H21.7.8 北本荘7丁目1-33 蓮花寺 

 
４．成果指標等 

指標の名称 大中遺跡の活用（入園者数）
説
明 

大中遺跡の年間入園者数（人） 

目標指票 １９年度 ２０年度 ２１年度 備考 
指
標
1 

指 標 の 
数   値 

 
 １９４，７５７人 ２５８，８３３人 ２４５，２４１人 

 

 
５．評価 

【妥当性】 

貴重な歴史的資産である文化財は、将来にわたって良好な状態で保存していく必
要がある。 

【有効性】 

文化財をより良好な状態で保存するために役立っている。 

【経済性・効率性】 

文化財の維持管理については、経費節減に努めている。 

【その他】        

事業評価 
について 

 

 

 
６．今後の方向性等 

町の歴史的資産を良好な状態で管理・保存し、住民への保護啓発を継続して行う。 
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番号６３ 

事 業 名 文化財保護審議会運営事業 担当グループ 生涯学習グループ 
 
１．事業の概要等 

B 生涯学習充実計画 
３ 豊かな文化の創造 
(2) 郷土文化の理解と活用 

教育充実計
画での位置
付け 

① 文化財の調査研究及び保護と活用を図る。 

第１節 豊かなこころを育み文化・・・ 第４項 歴史的資産と保全と活用 総合計画で
の位置付け １．歴史的資産の保全と活用 ① 文化財の調査・研究及び収集・活用

事 業 概 要 
文化財保護法の規定に基づき、町内にある文化財の保存と活用に関して、審議会
及び調査研究を行い、町民の文化意識の向上に資するとともに郷土文化の発展に努
める。 

 
２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 １９年度 ２０年度 ２１年度 
決  算  額 ７０ ８６ ６１

２１年度の主な歳出節別
内訳 

 報酬 ６１   
 

 
３．活動指標 
  ①播磨町文化財保護審議会活動 

 １９年度 ２０年度 ２１年度 
 
審議会開催回数 ２回

 
２回 ２回

 
４．成果指標等 

 寺院を対象に町指定文化財としての価値等について、調査・研究を
行い、ジョセフ・ヒコ建造の両親の墓を町指定文化財とした。 事業の成果等について 
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５．評価 

【妥当性】 

町内にある文化財の保存と活用に関し、教育委員会の諮問に応じ、審議及び調査
研究を行うために、付属機関として文化財保護審議会をおくことが条例で規定され
ている。 
 

【有効性】 

文化に関し高い識見を持つ委員による審議及び調査研究により、町内にある文化
財の適切な保存や有効な活用を図ることができる。 
 

【経済性・効率性】 

必要に応じて、文化財保護審議会に諮問を行っており、効率的な運営を心がけて
いる。 
 

【その他】        

事業評価 
について 

 

 

 
６．今後の方向性等 

引き続き、文化財の調査・研究等の充実を図る。 
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番号６４ 

事 業 名 まちの先覚者顕彰会事業 担当グループ 生涯学習グループ 
 
１．事業の概要等 

B 生涯学習充実計画 
３ 豊かな文化の創造 
(2) 郷土文化の理解と活用 

教育充実計
画での位置
付け 

② 大中遺跡、郷土の先覚者など町の文化や歴史への理解を深め、ふるさとへの・・

第５節 交流を進め、みんなで協働・・ 第３項 まちづくりへの住民参加・・ 総合計画で
の位置付け ２.地域の特色づくり ③地域資源の発掘と特色づくり 

事 業 概 要 
歴史的文化財や資料等の調査・収集を行い、ジョセフ・ヒコをはじめとする町の
先覚者を顕彰する。 

 
２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 １９年度 ２０年度 ２１年度 
決  算  額 １００ １００ １００

２１年度の主な歳出節別
内訳 負担金補助及び交付金 １００ 

 
３．活動指標 
  ①ふるさとの先覚者 

年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
 
  会員数 ８４人

 
８０人 ９８人

 
４．成果指標等 

指標の名称 会員増加数 説明 該当年度会員数―前年度会員数 
目標指票 １９年度 ２０年度 ２１年度 備  考 指

標
1 

指 標 の 
数   値  △２ △４ １８ 
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５．評価 

【妥当性】 

郷土の先覚者を顕彰し、もって郷土文化の向上に資することが必要である。 

【有効性】 

郷土の誇りである「ジョセフ・ヒコ」等、まちの先覚者を全国に発信し、顕彰す
ることは、郷土文化の普及・啓発に貢献することにつながる。 
 

【経済性・効率性】 

町からの補助金に加え、会費を徴収して運営している。 

【その他】        

事業評価 
について 

 

 

 
６．今後の方向性等 

ジョセフ・ヒコや今里傳兵衛などに関わる調査・研究を進めるとともに、案内・解説看板やリー
フレット等により、先覚者の顕彰に努める。 
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番号６５ 

事 業 名 図書館管理運営事業 担当グループ 生涯学習グループ 
 
１．事業の概要等 

B 生涯学習充実計画 
6 施設の特色を生かした機能の充実・活用   
(3) 図書館充実計画 

教育充実計
画での位置
付け  

第１節 豊かなこころを育み文化・・・ 第２項 生涯学習社会の拡充 総合計画で
の位置付け ２．文化施設の充実 ② 図書館の充実 

事 業 概 要 
住民が求める知識・情報・教育等に対する資料を幅広く収集・整理・保存し、こ
れらを住民に提供することによって、多くの利用を目指すとともに地域文化の向上
に寄与する。 

 
２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 １９年度 ２０年度 ２１年度 
決  算  額 ５５，５８１ ５５，８９９ ５６，０５９

２１年度の主な歳出節別
内訳 

需用費     ９７８   
役務費      ８１ 
委託料  ５５，０００ 

 
３．活動指標 
①図書貸出状況 

 １９年度 ２０年度 ２１年度 

年間貸出人数 １００，５７３人 １０１，０６６人 ９８，７０５人

年間貸出冊数 ３９８，６２１冊 ３９８，９５２冊 ３９９，５０３冊

 
４．成果指標等 

指標の名称 一人当り貸出冊数 説明 貸出冊数÷人口 ＝ 貸出密度 （点） 
目標指票 １９年度 ２０年度 ２１年度 備  考 

指
標
1 

指 標 の 
数   値 １２ １１．６ １１．６ １１．９ 県平均 ７．０ 

指標の名称 蔵書数に対する貸
出回転率 説明 貸出冊数÷蔵書数 ＝ 蔵書回転率 （倍） 
目標指票 １９年度 ２０年度 ２１年度 備  考 

指
標
２ 指 標 の 

数   値 ３．５ ３．６４ ３．１０ ３．１１ 県平均 ２．１ 
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５．評価 

【妥当性】 

住民の教育と文化の発展に寄与するために設けた社会教育施設であり、設置者と
して、適切な管理運営を行わなければならない。 

【有効性】 

図書や雑誌、視聴覚資料などの収集、保管を行い、利用者の知りたい情報や資料
を提供することができる。また、育児で図書館利用が困難な方や障がい者、高齢者
などへの宅配や代理購入事業など、多様なニーズに対応したサービスを提供してい
る。 

【経済性・効率性】 

指定管理者制度による民間事業者のノウハウを生かした、特色ある事業運営に努
めている。 

【その他】        

事業評価 
について 

 

 

 
６．今後の方向性等 

指定管理者による民間事業者の能力を活用し施設機能の向上に取り組む。 
図書館サービス計画などに取り組み、更なる施設利用者の有効利用を図る。 
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番号６６ 

事 業 名 郷土資料館管理運営事業 担当グループ 生涯学習グループ 
 
１．事業の概要等 

B 生涯学習充実計画 
6 施設の特色を生かした機能の充実・活用  
(4) 郷土資料館充実計画 

教育充実計
画での位置
付け 

 

第１節 豊かなこころを育み文化・・・ 第２項 生涯学習社会の拡充 総合計画で
の位置付け ２．文化施設の充実 ③ 郷土資料館の活用 

事 業 概 要 
郷土の歴史、考古、民俗等に関する資料の収集、展示及び調査研究、知識の普及
に関する一般管理事務を行う。 

 
２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 １９年度 ２０年度 ２１年度 
決  算  額 ２，７７８ ９９１ ９１３

２１年度の主な歳出節別
内訳 

需用費  ４０９ 
役務費  １２５ 
委託料  １１０ 

 
３．活動指標 
①利用状況 

 １９年度 ２０年度 ２１年度 

開館日数 ３０５日 ３１８日 ３１９日

利用者数 ６８，３８６人 ５６，２７２人 ４６，４３３人

   
４．成果指標等 

事業の成果等に
ついて 

 
県立考古博物館と開館日や事業調整を行い、円滑な運営に努めたが、インフ
ルエンザ等の影響により利用者数が減少した。 
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５．評価 

【妥当性】 

 大中遺跡をはじめ、ジョセフ・ヒコや今里傳兵衛など播磨町の歴史・文化を紹介
する施設であり、施設設置者として、適切な管理運営を行わなければならない。 

【有効性】 

常設展示に加え、特別展や歴史講座、古代体験学習などを開催し、子どもから高
齢者までの各世代において、歴史や文化に対する親しみや理解が深まっている。 

【経済性・効率性】 

経済的、効率的な館運営を行い、ランニングコスト等の削減に努めている。 

【その他】        

事業評価 
について 

 

夏休み期間中と年末年始に開館日し、住民の利便性を図っている。 

 
６．今後の方向性等 

今後も、歴史・文化的資産等について資料を収集し、調査研究を行うなど事業の充実に努める。
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番号６７ 

事 業 名 郷土資料館施設維持管理事業 担当グループ 生涯学習グループ 
 
１．事業の概要等 

B 生涯学習充実計画 
6 施設の特色を生かした機能の充実・活用  
(4) 郷土資料館充実計画 

教育充実計
画での位置
付け 

 

第１節 豊かなこころを育み文化・・・ 第２項 生涯学習社会の拡充 総合計画で
の位置付け ２．文化施設の充実 ③ 郷土資料館の活用 

事 業 概 要 
郷土の歴史、考古、民俗等に関する資料の収集、展示及び調査研究、知識の普及
に関する一般管理事務を行う。 

 
２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 １９年度 ２０年度 ２１年度 
決  算  額 ３，２６５ ３，３５８ ３，４２１ 

２１年度の主な歳出節別
内訳 

需用費  １，４０９   
委託料  １，７６８ 

 
３．活動指標 
 
 
   
４．成果指標等 

事業の成果等に
ついて 

 
 施設の適正な維持管理に努めた。 
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５．評価 

【妥当性】 

 郷土資料館の建物等を含め、適切な施設の維持管理に努める必要がある。 

【有効性】 

適切な維持補修を実施することにより、建物及び収容品の良好な維持管理や耐用
年数の増進、来館者の安全等を図ることができるとともに、将来の経費を節約する
ことができる。 
 

【経済性・効率性】 

緊急性や安全性の高いものから順次、計画的に取り組んでいる。 

【その他】        

事業評価 
について 

 

 

 
６．今後の方向性等 

 
5 年から 10 年を目途に維持補修や改修計画を立て、快適な施設・安全管理に努める。 
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番号６８ 

事 業 名 特別展開催事業 担当グループ 生涯学習グループ 
 
１．事業の概要等 

B 生涯学習充実計画 
3 豊かな文化の創造  
(2)郷土文化の理解と活用 

教育充実計
画での位置
付け 

② 大中遺跡、郷土の先覚者など町の文化や歴史への理解を深め、ふるさとへの・・

第１節 豊かなこころを育み文化・・・ 第２項 生涯学習社会の拡充 総合計画で
の位置付け ２．文化施設の充実 ③ 郷土資料館の活用 

事 業 概 要 
毎年１回「テーマ」を設定し、関係機関に文化財資料等の出展をお願いし、期間
を定めて展示し、町民の郷土に対する理解と愛着を深め、併せて文化の向上に資す
る。 

 
２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 １９年度 ２０年度 ２１年度 
決  算  額 ５１６ ５５７ ７６２

２１年度の主な歳出節別
内訳 

報償費  ３０ 
需用費 ４８５  
役務費 １９３   

 
３．活動指標 
①特別展 21年度 10月 3日～11月 23日 開催 

 １９年度 ２０年度 ２１年度 

開催日数 ３８日 ２７日 ４５日

来館者数 １２，８１２人 ７，１５０人 ８，９０４人

 
４．成果指標等 

指標の名称 １日あたりの入館
者数 説明  

目標指票 １９年度 ２０年度 ２１年度 備  考 
指
標
1 指 標 の 

数   値  
３３７人 ２６４人 １９７人  
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５．評価 

【妥当性】 

 常設展に加え、特別展を開催することによって、地域の文化財等を深く探求し、
住民の方々に理解が得られる事業として位置づけている。 

【有効性】 

播磨町の中でも古い歴史をもつ野添地区にスポットをあて、「岩・光る地 野添
の歴史」のテーマで特別展を開催し、地域の歴史や生活、文化財等について町民の
関心を高めた。 

【経済性・効率性】 

手作りの部分を多くするなど、経費節減に努めている。 

【その他】        

事業評価 
について 

 

 

 
６．今後の方向性等 

毎年、身近なテーマで特別展を開催することにより、町の歴史や文化財、先覚者等への興味関心
を高め、町民のアイデンティティを形成する。 
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番号６９ 

事 業 名 郷土資料館改修事業 担当グループ 生涯学習グループ 
 
１．事業の概要等 

Ｂ 生涯学習充実計画  
６ 施設の特色を生かした機能の充実・活用 
(4) 郷土資料館充実計画 

教育充実計
画での位置
付け 

④ 施設や展示の整備・充実（屋上防水及び外壁塗装等による施設整備） 
第１節 豊かなこころを育み文化・・・ 第２項 生涯学習社会の拡充 総合計画で

の位置付け ２．文化施設の充実 ③ 郷土資料館の活用 

事 業 概 要 
 老朽化によるコケの付着やクラックの入ったタイル等の外壁改修工事と漏水し
ていた屋上の防水工事を実施した。 

 
２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 １９年度 ２０年度 ２１年度 
決  算  額 ０ ０ １４，５５３

２１年度の主な歳出節別
内訳 

委託料     １，１１３ 
工事請負費  １３，４４０ 

 
３．活動指標 

 １９年度 ２０年度 ２１年度 

  

 
４．成果指標等 

事業の成果等に
ついて 施設の安全性と利用者の快適性が向上し、館のイメージアップにつながった。
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５．評価 

【妥当性】 

建設後２０年以上経過し、老朽化が進む外壁や屋上防水の改修は必要である。 
 

【有効性】 

外壁や屋上防水の改修により、建物の延命化が図れるとともに、快適な施設が確
保できる。 
 

【経済性・効率性】 

工事請負業者の決定に当たっては、郵便入札に付し、経費削減に努めている。 

【その他】        

事業評価 
について 

 

 

 
６．今後の方向性等 

３か年計画で施設・設備の改修計画を立てて工事を行い、安全で快適な施設の維持管理に努める。
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番号７０ 

事 業 名 スポーツ施設管理事業 担当グループ 生涯学習グループ 
 
１．事業の概要等 

B 生涯学習充実計画 
6 施設の特色を生かした機能の充実・活用 
(5) スポーツ施設充実計画 

教育充実計
画での位置
付け  

第１節 豊かなこころを育み文化・・・ 第２項 生涯学習社会の拡充 総合計画で
の位置付け ４．スポーツ施設の整備・充実 ① スポーツ施設などの充実 

事 業 概 要 
総合体育館・町民プール・新島球場・浜田球場・浜田テニスコート・望海公園球
場・はりまシーサイドドーム等スポーツ施設の整備や設備の充実及び適正な維持管
理を行うことにより、スポーツ・レクリエーション活動の推進を図る。 

 
２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 １９年度 ２０年度 ２１年度 
決  算  額 ４２，９７５ ４２，１０２ ４２，２９６

２１年度の主な歳出節別
内訳 

需用費   １，０９８   
役務費     ２０８ 
委託料  ３９，９５５ 

 
３．活動指標 
  ①利用人員 

年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
大体育室 ５１，５９７人 ５２，９５１人 ５１，２４８人
中体育室 ５５，１４９人 ５３，６３１人 ５３，９２９人
ミーティング ３，７０１人 ３，４８３人 ４，４５１人
トレーニング ５，５９２人 ６，０３２人 ６，４６４人
新島球場 １９，１６２人 １９，０３４人 １８，６３６人
浜田球場 ３９，９２２人 ３４，１７５人 ３８，８３１人

望海球場 １８，９１４人 ２０，７０８人 ２０，２０４人
浜田テニスコート １９，４６０人 １５，５７１人 １７，８５７人
プール ９，５９７人 ８，００５人 ７，７１０人
播磨シーサイドドーム ４４，０６３人 ４２，０６０人 ４３，５４６人

 
４．成果指標等 

指標の名称 スポーツ施設利用人員 説明 全スポーツ施設の年間利用人員 
目標指票 １９年度 ２０年度 ２１年度 備  考 指

標
1 

指 標 の 
数   値  

267,487 人 255,650 人 262,876 人
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５．評価 

【妥当性】 

スポーツ施設の整備・充実や適正な管理は、スポーツ振興に不可欠なものである。

【有効性】 

スポーツ施設の適正な管理を図ることにより、安全かつ快適にスポーツ活動に親
しむことができ、住民の健康づくりや仲間づくりに貢献している。 

【経済性・効率性】 

指定管理者制度による民間事業者の事業展開により、経済的かつ効率的な施設管
理が行われている。 

【その他】        

事業評価 
について 

 

 

 
６．今後の方向性等 

スポーツ施設の維持補修・改修計画を見直し、安全管理に努める。 
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Ⅳ 学識経験者（評価委員）の意見等 
１ 総括的な意見 
・ 前回(平成 20 年度実績)の点検評価報告において、「評価の対象事業に
ついては、前年度となるべく同じ対象事業である方が比較検討しやす

い」という意見を述べた。今回(平成 21年度実績)の点検評価報告では、
前回の評価対象事業(完了した事業、他グループの実施事業に統合され
た事業を除く)すべてを含むとともに、新たに 19事業が評価対象事業
として追加されている。意欲的な教育行政、また自己点検評価に対す

る積極的な姿勢をうかがうことができ、この点は高く評価できる。 
 
・前回(平成 20年度実績)の点検評価の内容は、平成 22年度以降の教育行
政に反映され、今回(平成 21 年度実績)の点検評価の内容は、平成 23
年度以降の教育行政に反映されることになる。その意味において、次

回(平成 22 年度実績)以降の点検評価がとりわけ重要な意味を持つこと
になるであろうと考える。 

 
２ 個別事業についての意見 

(1) 学校教育関係 
・ 「奨学基金積立事業」は、社会全体が経済的に低迷する状況にあって

後世を担う若者の高等学校・大学等への就学機会を支援する意義のあ

る事業である。 
 

・ 「教科専門指導教諭配置事業」「小学校英語活動推進事業」「特別支援

教育推進事業」など、他市町に先んじて展開してきた事業を継続実施

し、今後も更なる充実を図ろうとしている点は高く評価できる。 
 
・ 国の緊急経済対策を活用した事業(「情報通信技術環境整備事業」「理
科教育設備整備事業」)について、今後も環境・設備整備を充実させよ
うとしている方向性は高く評価できる。加えて、「情報リテラシーア

ドバイザー事業」を継続実施しようとしている方向性についても、同

様に高く評価することができる。 
 
・ 「小学校給食事業」について、「調理業務の民間委託を検討している」     

点については、引き続きその動向が注目される。 
 

・「家庭教育啓発事業」は、今の世相を考えるとき特に大切な事業である
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と思われる。啓発資料の作成、配布も大切であるが、家庭教育学級の

存在に関心を持ってもらうことも大切である。各学校園に少なくとも

１学級は設置することを目指し、家庭教育学級の数を増やす工夫が必

要と考える。 
 

(2) 生涯学習関係 
 ・本町が誇るべき固有の文化を後世に伝える「まちの先覚者顕彰会事業」  
  は非常に優れた事業である。特に、「水の世紀」といわれる現在におい

て郷土の偉人である「今里傳兵衛」は、「『水』の大切さ」についての

先覚者であり、住民への更なるＰＲを進めるとともに広く社会に情報

発信をすべきと考える。 
 

   ・「図書館管理運営事業」は、施設利用者の多様なニーズに対応するサー

ビスの提供に取り組んでいる点が評価できる。 
 
   ・「社会教育推進委員設置事業」における社会教育推進委員は地域のコミ

ュニティの再構築が求められる中、地域での自主的な活動を推進する

重要な役割を担っている。しかしながら、人材の確保など難しい状況

も生じてきており、今後各自治会の実情やニーズ等を的確に把握し、

当該事業の更なる活性化が望まれる。 
 
     学識経験者(評価委員) 

加田平 靖 子 学校評議員 

笹 田 哲 男 兵庫大学短期大学部保育科教授 

松 井 昭 雄 社会教育委員長 
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